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 午前１０時００分 開  議 

 

○海老名 悟議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第２号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○海老名 悟議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可します。 

  一つ、平成29年度米沢市重要事業要望事項「発

達障がい児の療育支援の推進について」に対する

県の回答とその対応について外４点、21番高橋壽

議員。 

  〔２１番高橋 壽議員登壇〕（拍手） 

○２１番（高橋 壽議員） 私は５点について当局

の考えを伺います。 

  最初の質問は、2016年度の米沢市重要事業要望

事項の一つに掲げた「発達障がい児の療育支援の

推進について」に対して、県の回答がどのような

もので、今後、米沢市はどう対応するのか考えを

伺います。 

  新聞報道によりますと、先ごろ米沢市で開催さ

れた知事と語る会で、会場の関係者の方から置賜

地域に療育センターをとの発言があり、知事は、

医師不足から置賜地域に療育センターの設置は

困難、上山市にある県療育訓練センターの長期間

の受診待ちを緩和できるようにして対応してい

きたいと述べたとありました。 

  当事者、関係者の皆さんは、かれこれ20数年来

上山の県療育センターでの受診待ちが問題にな

っていて、福島県や新潟県まで受診先を求めてき

ました。県にはこれまでも対応を求めてきました

が、医師不足を理由にこの課題が先送りされてき

ました。 

  知事の発言が県の正式な回答とすれば、今回も

またこの問題は何ら前に進まず、先送りされたと

考えざるを得ません。上山療育センターでの受診

待ち期間を緩和するとの発言も具体的な対応策

が示されたわけでもありません。 

  そこで、当局に伺います。重要事業要望に対す

る山形県の正式な回答はどのようなものだった

のか。また、今後、米沢市はこの課題にどのよう

に対応していく考えなのか。療育センター設置は、

米沢市まちづくり総合計画に掲げた取り組まな

ければならない重要な施策です。放置、先送りで

きない課題です。どのように進めていくのかお伺

いをしたいと思います。 

  次の質問です。 

  この間、生活相談を受ける中で、年金の振り込

み日に銀行へ行って引き出そうとしたら年金が

差し押さえられていたと、市税、国保税などの滞

納者の差し押さえの相談が何件かありました。 

  そこで、伺います。まず、最近の米沢市の市税、

国保税の差し押さえの状況をお知らせください。

また、差し押さえ禁止債権や年金など差し押さえ

制限財産について、米沢市は銀行口座に入金にな

れば預金とみなし、差し押さえているのでしょう

か。 

  差し押さえと滞納整理の徴税行政は、法律に従

って手続をしなければなりません。ところが、最

近、全国的には自治体の徴税が強化され、差し押

さえが裁判で争われる事例も起きています。滞納

者に対して、差し押さえ禁止財産が預金口座に振

り込まれた直後の狙い撃ちのような差し押さえ

や、滞納者の生活実態を十分把握したかどうか疑

問、そういった点が裁判で争われています。 

  米沢市が差し押さえする場合も当然法律にのっ

とって実施されなければなりません。 

  鳥取県が、預金口座に振り込まれた直後に、差

し押さえ禁止財産でもある児童手当を預金口座

に入金になったことをもって預金とみなし差し

押さえたことが裁判で争われ、第一審、2013年３
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月29日判決の鳥取地裁判決、控訴審の2013年11月

27日、広島高裁松江支部判決で鳥取県が敗訴し、

その後鳥取県は差し押さえ禁止債権の趣旨を守

るようにと「滞納整理マニュアル」をみずから改

訂いたしました。 

  米沢市の徴税業務について違法な、あるいは強

権的な差し押さえにならないように、鳥取県の滞

納整理マニュアルに学び、米沢市の滞納整理マニ

ュアルを持つ必要があるのではないでしょうか。 

  市税などの徴収は国税徴収法に従って行われて

いますが、現行国税徴収法の制定に当たった最高

責任者は我妻栄東大名誉教授であることは御承

知のとおりです。我妻栄氏が、徴収行政に当たる

に当たって国税徴収法によって納税職員に与え

られている権限について、強制力と裁量権につい

てこのように述べています。「本当に悪質な滞納

者のみに対して行使すべきものであって、濫用し

てはならない。制度の運用に当たっては慎重の上

に慎重を期することが当然の前提として了解さ

れている。その点を踏まえて徴収行政に当たらな

ければならない」と述べておられます。 

  徴収行政の正しいあり方を示したこの言葉をし

っかり踏まえた米沢市の徴収のあり方を定める

必要があるのではないでしょうか。市長の考えを

伺います。 

  次の質問は、子育て支援にかかわって２点伺い

ます。 

  １点目は、来年度から実施予定の第三子以降の

保育料無料化の対象はどうするのか。 

  ２つ目は、子育て世帯の国保税の均等割は軽減

すべきではないかというものです。 

  国は、今年度から認可保育所入所児の第三子以

降の保育料の無料化を所得制限の条件つきで始

めました。これに従って実施に踏み切った山形市

など、県内の自治体も相当数ありました。米沢市

では１年置いて市独自に来年度実施するとして

います。 

  現在、米沢市では市独自に、第一子が小学校３

年生になるまで、第三子以降は所得制限なしで無

料としています。認可外保育所ではどうか。第二

子以降、同時入所の場合に限って県単の補助制度

で保育料が軽減されていますが、無料ではありま

せん。格差が既に生じています。米沢市は、市長

が昨年の市長選挙で無料化を掲げ、総合計画第１

期実施計画に、来年度から実施するとしています。 

  そこで、お伺いをいたします。来年度から実施

する予定の第三子以降の保育料無料化の内容を

お知らせください。第一子の年齢や所得、そして

認可、認可外などと制限はつけるべきではないと

考えますが、いかがでしょうか。 

  ２点目の子育て支援にかかわる質問です。今議

会に上程されました国保税の大幅値上げとも関

連いたしますが、国保加入世帯の均等割、これは

所得の増減に関係なく、扶養家族の人数に従って

国保税がふえることになります。所得の低い世帯

には応益割の法定減免制度は、これはありますけ

れども、子育て世帯、一般には扶養家族の人数が

ふえるに従って均等割分がふえることになりま

す。今回の値上げ案を見ますと、均等割だけで１

人当たり１万円を超える世帯が出てくると考え

られます。夫婦と子供３人の場合、均等割だけで

単純に掛け算をすれば約５万円の値上げとなり

ます。 

  一方で多子世帯への保育料無料化を行って、片

方では国保税の値上げでは、整合性がとれないの

ではないでしょうか。全国的には扶養家族４人以

上の世帯には平等割、均等割を合わせたいわゆる

応益割の軽減で、子育て世帯の負担軽減、子育て

支援を実施している自治体もあることを御紹介

しておきたいと思います。 

  市長は、選挙公約には「財政健全化は子育て支

援の経費を削減して対応するのではなく」と掲げ

られました。この点からも、子育て世帯へ負担を

押しつけない、支援を強めていただきたいと思い

ますが、いかがでしょうか。 

  次の質問です。 
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  市長は選挙公約に学童保育施設の公設民営化の

推進を掲げられました。この選挙公約に米沢市の

学童保育関係者は歓迎したのではなかったでし

ょうか。米沢市の学童保育は、全国学童保育連絡

協議会の毎年の年報が発行されておりますけれ

ども、この間の年報には毎年のように、全国的に

も公設の学童保育施設は少なく、民家借り上げの

多い自治体の一つとして報告されてきました。 

  そこで、２点伺います。 

  １点目は、市長は、米沢市の学童保育のどのよ

うな問題や課題を認識して公設化が必要と考え

ておられるのかお伺いをしたいと思います。 

  ２点目は、この間、私は米沢市の学童保育施設

の公設化を進めるに当たっては、県内では山形市

のように学校施設、特に余裕教室を学童保育施設

に転用した事例、酒田市や天童市などのように学

校敷地内を活用し専用施設を設置している事例

などを紹介しながら、また国の学童保育の施策が

90年代後半以降、施設整備については、余裕教室

や学校敷地内を活用するようたびたび自治体に

通知を出してきたことも指摘しながら、米沢市の

学童保育施設も公設化を目指すべきであること

と、あわせて、その場合は小学校余裕教室と学校

敷地を活用するよう促してきました。 

  さきの９月議会の予算委員会で、教育委員会が

こども課からの依頼を受けて、各小学校で学童保

育施設に活用できる余裕教室があるかどうか、学

校敷地内に学童保育施設を設置できるスペース

を確保できるかどうか調査をしたと答え、こども

課では、その調査結果からは学校施設の活用は困

難と答えました。 

  そこで、市長に伺います。では、一体公設化を

どのような手だてでもっていつまで実現しよう

とお考えなのかお伺いをしたいと思います。 

  最後の５点目の質問です。雪の季節を迎えまし

た。昨年は雪がほとんど積もりませんでしたので、

幸いにも雪おろしの転落事故で死者は出ません

でした。しかし、近年は屋根の雪おろしの転落事

故で死傷者が多数出ています。特に豪雪だった一

昨年は県内で雪おろしなどの事故の死傷者は139

人で、市町村別では米沢市の37人が突出して多か

ったとの新聞報道でした。 

  この間、何度か行政課題と捉え何らかの防止策

を展開すべきと申し上げてきました。しかし、個

人の責任の問題とするような当局の答弁に終始

しています。山形県の地域防災計画も米沢市の地

域防災計画においても、屋根の雪おろしについて

は、作業は２人でとか、命綱、安全帯をつけるこ

となど、情報提供あるいは注意喚起にとどまった

ままになっています。 

  12月１日号の米沢市の広報よねざわ、皆さんの

手元にも配られたと思います。私も目を通しまし

た。「雪による災害や事故を防止しましょう」と

特集を組んで、「雪おろしはヘルメットと命綱を

着用し、２人以上で行いましょう。はしごはしっ

かり固定し、転落防止」と注意喚起は引き続きし

ております。 

  しかし、命綱を着用するには屋根にアンカーな

どを取りつけて命綱を固定できるようにしなけ

ればなりませんし、高齢者宅では２人以上確保で

きるようにしなければなりませんし、はしごは固

定できるようにしなければなりません。注意喚起

が注意喚起で終わってしまうのではないかと改

めて危惧したところです。 

  命綱を固定できるアンカーがなければ、アンカ

ーをつける。アンカーをつける費用が高額であれ

ば、低所得世帯には補助制度をつくる。そして支

援する。命綱のつけ方あるいは転落防止の対策は、

例えば自主防災組織を組織し始めていますので、

その講習の一つに加えるなど、注意喚起、情報提

供や個人の責任から市民の命を守る行政施策へ

と一歩進めていく必要があるのではないでしょ

うか。当局の考えをお伺いいたします。 

  米沢市では雪対策総合計画を来年度には策定す

ることになっています。ぜひ御検討をしていただ

きたいと思います。 
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  以上、５点について答弁をお願いいたします。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

  〔中川 勝市長登壇〕 

○中川 勝市長 高橋議員の学童保育の公設化につ

いてお答えをいたします。 

  放課後児童クラブの公設化については、学校の

隣地に専用の建物を整備し、放課後児童健全育成

事業が実施されることが理想であると考えてお

ります。同時に、子育て支援の一環として親の負

担軽減も重要なことであると、このように考えて

おるところであります。 

  しかしながら、解決しなければならない課題が

多くあります。１学区に複数の放課後児童クラブ

が運営されているような放課後児童クラブの設

置状況や利用人数の規模も課題の一つでありま

す。また、クラブによっては公設化を望まない運

営団体もあります。 

  放課後児童クラブの公設については、それぞれ

運営主体の考えを尊重し、施設の公設化を希望す

る放課後児童クラブについては、施設の老朽化や

地域事情を考慮しながら総合的に判断し、個別に

対応をしていきたいと考えております。 

  また、民家等の施設を活用している場合につい

ては、現在も家賃補助を実施しておりますが、さ

らなる支援ができないか検討してまいりたいと、

このように考えております。 

  続きまして、昨年、こども課から教育委員会に

依頼して実施した学校の空き教室、敷地利用につ

いては、現状では難しいとの回答が出されたとこ

ろであります。 

  これまでも申し上げてまいりましたが、施設管

理面、責任の所在など、学校を活用することには

大きな課題があります。敷地に関しましても同様

に、都市計画区域であれば建築基準法上の制約も

生じてきます。また、冬場の除雪にも大きな影響

があります。 

  このような課題のほか、学校の適正規模・適正

配置も放課後児童クラブの整備には大きな影響

があると考えております。 

  今後、放課後児童クラブの整備については、学

区ごとの放課後児童クラブの必要規模などを明

確にし、今後の児童数の動向も含め、公設化を希

望するクラブと希望しないクラブの意向も尊重

しながら、学校利用については個別に対応してい

きたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

  〔堤 啓一健康福祉部長登壇〕 

○堤 啓一健康福祉部長 私からは、１の平成29年

度米沢市重要事業要望事項である「発達障がい児

の療育支援の推進について」に対する県の回答と

その対応について、それから３の子育て支援につ

いての（１）来年度から実施予定の第三子以降保

育料無料化の対象者についてお答えいたします。 

  初めに、重要事業に対する県の回答についてで

ありますが、去る６月10日に、療育・訓練機能を

有するセンターの置賜地域の設置について、本市

重要事業として掲げ、置賜総合支庁に要望いたし

ました。 

  そのときの県からの回答になりますが、こども

医療療育センターの初診までの待ち時間が６カ

月以上と長期にわたることについては、受け付け

予約体制を平成27年４月から見直し、新患の受け

付け数をふやす努力をしているものの、初診待ち

の期間短縮の成果についてはまだ見られず、今後

徐々にあらわれてくるとのことでありました。 

  また、療育・訓練機能を有するセンターの置賜

地域への設置については、現在においてもこども

医療療育センターの医師の確保が困難な状況に

おいて、新たな医師の確保はさらに困難であり、

現段階における置賜地域への施設整備について

は難しいとの説明を受けたところであります。 

  しかしながら、本市としましては、発達障がい

児支援における早期の診断や早期療育は大変重

要なことから、本市における要望活動を継続し、

当事者団体や支援団体等に働きかけるとともに、
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置賜地域３市５町の連携を強化し、県への要望活

動を展開してまいりたいと考えております。 

  続きまして、療育支援の推進のための次のステ

ップについてどのように進めていくかについて

お答えいたします。 

  診断が確定している未就学児に対しましては、

ひまわり学園や他市町での児童発達支援事業の

サービスの利用が可能となります。また、診断が

確定する前から利用できる事業として、発達障が

い児早期サポート事業でのグループ指導や個別

指導を受けることもできます。こちらの事業につ

きましては、月１回から４回の利用になりますが、

約20人の未就学児童が利用しております。 

  本事業の継続とともに、質のよいサービスの提

供ができるよう、国や県主催の研修会受講を推奨

し、職員のスキルアップを図ってまいります。 

  今後につきましては、保育所等の職員への技術

的指導や障がい児への集団生活への適応のため

の専門的な支援等が行えるよう、新たなサービス

メニューである「保育所等訪問支援」に関する事

業所指定の準備、検討を進めてまいります。 

  また、ライフステージで切れることなく継続し

た支援を受けるための情報共有ツールでありま

す「やまがたサポートファイル」については、平

成26年度から希望する保護者の方に交付し、御活

用いただいております。今後もやまがたサポート

ファイルの定着を図り、幼稚園等から小学校への

入学、あるいは小学校から中学校への入学という

ように、ライフステージに合わせた情報の共有や

切れ目のない支援体制の構築に努めてまいりま

す。 

  続きまして、診断までの待ち時間が６カ月以上

と長期化している実情での本市の施策について

であります。 

  本市においては、現在行っております未就学児

に対する「こども医療療育センターの初診時予

約」における幼稚園や保育園及び健康課の保健師

等との連携を強化し、障がい児とその保護者のよ

き相談相手となる相談支援専門員による支援を

通して、相談を受けた当初からの支援体制を充実

させてまいりたいと考えております。 

  相談支援専門員の研修会につきましては、国や

県主催によるものもありますが、本市主催の研修

会や勉強会なども開催し、個々の障がい児に対す

る支援のスキルアップを図り、相談時におけるサ

ービスの情報提供や保護者の不安が軽減できる

よう、相談支援体制を整備してまいりたいと考え

ております。 

  続きまして、３の子育て支援についての（１）

の来年度から実施する予定の第三子以降保育料

無料化の対象者についてお答えいたします。 

  第三子以降保育料無料化につきましては、市で

は、平成27年度から独自に２号・３号の認定につ

いて、１号認定とあわせ、小学校３年生から数え

て第三子以降の保育料の無料化を実施しており

ます。平成27年度の対象者は83人で、利用者負担

の軽減額は約1,500万円となっております。 

  今年度、国の制度改正により、年齢制限を撤廃

し、収入額が約360万円未満の多子世帯及びひと

り親世帯につきましては保育料の軽減を実施い

たしました。この制度に該当となった児童は148

人、９月までの保育料で約600万円の保育料が軽

減されております。 

  来年度の第三子以降保育料無料化の拡充につき

ましては、国と同様に年齢制限を撤廃し、認可保

育所、認定こども園、幼稚園、認可外保育施設な

どで完全実施する場合、対象者が約300人、保育

料軽減額は約１億円と試算しております。 

  また、本市では、子育て支援施策として、第三

子以降保育料の無料化に優先して、今年度より中

学３年生までの子育て支援医療給付の完全無償

化を実施したところであります。 

  子育て支援につきましてはさまざまな要望がご

ざいますが、第三子以降保育料の完全無料化につ

いては、実施に向けて、現在、保育料軽減の範囲、

規模などを実施時期とともに検討しているとこ
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ろであります。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、２と５の２項目に

ついて答弁申し上げます。 

  まず、２項目めの国保税などの滞納者への差し

押さえのあり方についてお答えいたします。 

  国保税を含む市税は、市の自主財源としてなく

てはならないものであり、安定した市政の運営を

継続する上で重要な位置を占めるものでありま

す。 

  そして、税収が確実に確保されることにより初

めて行政サービスが展開されていきます。この財

政の基盤であります市税収入の確保と納税の公

平性の確保のため、徴税吏員が使命感を持って

日々滞納整理の強化に取り組んでいるというこ

とにつきましては議員も御承知のことと思いま

す。 

  平成27年度の収納率は、現年度でありますが、

市税が98.98％、国保税については92.95％といず

れも過去10年間で最高の収納率となっていると

ころであります。 

  しかしながら、大多数の納期内納付をしていた

だいている方がいらっしゃる一方で、残念ながら

市税を滞納する方が後を絶たないのも現状であ

ります。 

  納期内納税者との公平性を確保するため、さら

には納税秩序を維持するためにも、納税がない場

合には催告による納税相談を行って、場合によっ

ては納税誓約の上、分納等による納付を指導して

いるところであります。それでも納付がない場合

には財産を調査して差し押さえ、時には差し押さ

得る財産を発見するために居宅等を捜索し公売

するなど、市税の滞納については厳正に対処して

いるところであります。 

  平成27年の実績でありますが、年間の差し押さ

え件数は542件に上っております。大半が預金な

どの債権の差し押さえとなっているものであり

ます。 

  預金等の差し押さえにつきましては、執行する

前には必ず財産調査を実施しております。差し押

さえる財産の選択は、第三者の権利を害すること

が少ない財産であること、さらに滞納者の生活の

維持あるいは事業の継続に与える支障が少ない

財産であることなどを十分留意して選択実施し

ているところでございます。よって、差し押さえ

につきましては慎重に行っているところであり

まして、必要と認められる場合には、預金の原資

についても確認をしているところであります。 

  議員が例として掲げました鳥取県の滞納処分に

ついてでありますが、鳥取県が行った差し押さえ

処分のうち、児童手当相当額の部分に関しては、

児童手当法の趣旨に反して違法であるため、鳥取

県は児童手当相当額13万円を返還すべきとの裁

判所の判断が示されているところであります。 

  これは、預金債権のうち13万円に対して、裁判

所は事実に基づき、児童手当の差し押さえと同等

と判断したものであります。まず、その理由です

が、児童手当が振り込まれる口座であると認識で

きたと。次に、児童手当振り込み時間と処分時間

との近接性がそこにあると。そして、預金残高に

占める児童手当の構成比があったと。こういうふ

うに、幾つかの事実が重なったことにより裁判所

が返還すべきと判断したものと考えております。 

  この裁判は、自治体が地方税滞納を理由として

執行した差し押さえ処分が違法とされた事例で

はあります。でありますが、一般的には十分な納

税資力を有するにもかかわらず納税意思が認め

られないなどの悪質な滞納事案については、滞納

処分も含めた毅然とした対応をとることが必要

であると考えているところであります。そのため、

今回の裁判事例の結果だけを過度に重視し、本来

であれば滞納処分の執行が必要と思われるよう

な事案につきましてその執行を控えるというよ

うなことは適当ではないと考えております。 
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  なお、平成10年２月10日の最高裁の判決では、

差し押さえ禁止債権が受給者の預金口座に振り

込まれた預金債権となる場合、これについては差

し押さえ禁止債権としての属性は承継しない、つ

まり差し押さえ禁止債権が転化した預金債権に

対して差し押さえすることを認めているもので

ございます。 

  このことも踏まえ、滞納処分の執行・検討に当

たっては、必要な調査を行うことはもちろんであ

りますが、預金債権に関する入金状況も含めた調

査結果の詳細、それから滞納者の収入、生活状況

や納税意思の有無、それから関係法令の規定など

についてあらかじめ十分な確認を行う必要があ

ると考えているものであります。そして、地方税

法で規定されている病気、災害、事業の著しい損

害等による徴収の猶予、それから差し押さえ財産

の換価を行うことにより著しく生活の維持を困

難にするおそれのある換価の猶予、さらには差し

押さえすることができる財産がない場合の滞納

処分の停止を含め、これらを迅速かつ的確に判断

して実施していきたいと考えているところでご

ざいます。 

  議員から、濫用禁止はもちろん、慎重に慎重を

重ねるべきとの我妻先生の言葉の引用がござい

ました。こうしたことも踏まえまして、収納業務

を遂行しながら、収入未済額の圧縮に努めていき

たいと考えているところでございます。 

  次に、５項目めになりますが、屋根の雪おろし

の事故防止についてお答えいたします。 

  雪おろしなどの雪による被害を防ぐためには、

降雪前の時期から事故防止の注意喚起の活動に

ついて、早目早目の取り組みが有効であります。

今年度も広報よねざわの12月１日号で、雪おろし

転落事故防止のみならず、冬の備え、それから雪

への備えについて特集号として注意喚起を行っ

たところであります。 

  また、自主防災組織、町内会への出前講座など

でも注意喚起を行い、降雪時においては、各コミ

ュニティセンターで作成配布しておりますコミ

センだよりによる住民への注意喚起の広報活動、

それから消防団による広報活動等を消防団にも

依頼しまして注意喚起する予定であります。 

  さらに、雪おろしの転落事故防止については、

市のホームページからでありますが、山形県の機

関であります「やまがたゆきみらい推進機構」で

制作いたしました安全な雪おろし作業のＤＶＤ

を見ることができるようになっております。 

  このほか、例年、県では雪おろし講習会を豪雪

市町村を中心に開催しておりました。今年度は置

賜地域での開催は予定されていないところから、

転落事故防止に向けての有効な講座であります

ので、この講座について県に対して継続して実施

されるよう働きかけていきたいと思っていると

ころでございます。 

  雪おろし作業の安全性を確保するための道具や

工事につきましては、山形県で実施しております

米沢市住宅リフォーム総合支援事業による助成

がございます。こうした事業を利用していただく

ことで、雪どめ設置を行う工事や融雪設備の設置

に関する工事にも助成を受けることができるも

のであります。本市においては、今年度は克雪に

関する申請を40件ほど受けているところでござ

います。 

  今後とも命綱など固定する金具の設置、それか

ら固定式はしごの設置などについて広報やパン

フレットなどで御紹介をし、雪おろしの転落事故

の防止、安全性の確保に努めていきたいと考えて

おります。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 菅野市民環境部長。 

  〔菅野紀生市民環境部長登壇〕 

○菅野紀生市民環境部長 私からは、３の（２）子

育て世帯の国民健康保険税の均等割の軽減につ

いてお答えいたします。 

  医療保険制度である国民健康保険に要する費用

については、原則として国民健康保険税で賄うこ
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ととされております。この国民健康保険税は、被

保険者の疾病、負傷、出産、死亡に関して必要な

保険給付を行うために充てられるものであるた

め、その受益に対する負担が考慮されなければな

りません。 

  子育て支援の観点から、子育て世帯の均等割額

について何らかの軽減措置を設けて支援できな

いかとの御質問ですが、議員も話されたように、

現在の制度として、前年度の合計所得金額が一定

の金額以下のときは均等割額と平等割額につい

ての減額措置があり、被保険者の人数が多ければ

多いほど減額判定所得の算定において減額基準

額が拡大し、減額措置が受けやすいものとなって

おります。この制度は、減額相当分について、国

保財政上財源が不足となるため、当該減額分を公

費で補塡されるものとなっております。 

  子育て支援のための軽減措置の導入については、

国保財政の運営上、制度的な財源の補塡措置が講

じられない限り、独自の施策として取り組むこと

は困難なものと考えております。 

  しかしながら、安心して子供を産み育てる環境

を整備することが少子化の流れを変えるための

重要な国家的課題でもあることから、子育て世帯

を支援するという視点を踏まえ、子供に係る均等

割額軽減措置の導入と国民健康保険事業の安定

的な運営が図られるための財政支援については、

全国知事会と全国市長会が国に請願要請を行い

働きかけております。 

  本市としては、子育て支援を目的とする新たな

軽減措置が国の制度として確立されれば、国保財

政への影響を抑えた上での制度導入が可能とな

ると思われることから、今後の国の動向を注視し

てまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 高橋壽議員。 

○２１番（高橋 壽議員） ちょっと時間なくなり

ましたし、それからきょうは傍聴席に結構学童保

育関係者の皆さん方も来ていらっしゃいますの

で、まず市長からも答弁がありました学童保育に

ついてお伺いしたいと思います。 

  それで、結局結論として学童保育の公設化は米

沢市はやるんですか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 先ほど申し上げましたように、方

向性としては、公設の施設を活用して公設民営化

をしていきたい。ただ、やっぱり設置者のいろい

ろなこと、今までの経過も尊重していかなければ

ならないということもありますので、近いうち連

絡協議会の皆さんとお話しする機会もあるよう

でありますので、その辺も腹を割って話していき

たいと。どのように考えておられるか聞いて対応

していかなければならない。公設化はやっていき

たいと。 

○海老名 悟議長 高橋議員。 

○２１番（高橋 壽議員） それで、答弁では、空

き教室やそれから学校の敷地内については、教育

委員会の調査を踏まえてこれは難しいという結

論を出したと。そして、今も難しいという答弁で

した。ただし、個別の学校とのやりとりでやれる

ならばというお話でしたよね。ちょっとそこ矛盾

していませんか。教育委員会のほうでは市内の小

学校全てに調査を求めて、調査した結果、これは

できませんと、できるところはほとんどありませ

んという結論が出てきておりながら、個別の学童

保育が要望があれば個別の案件として学校と調

整してやりますというのはちょっと矛盾してい

ませんか。どういうふうに整合性あるんですか、

ここは。 

  それで、市長は、公設化の場合は学校の隣地に

建てるのが望ましいというお話でしたよね。今、

公的な施設を利用して公設化とおっしゃいまし

たけれども、それはどういうことなんでしょうか。

学校隣地に公的な施設がない場合は、独自に専用

施設を公設としてつくるということなんですか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 まず、学校の空き教室の問題であ
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りますけれども、総体的にはやっぱりいろいろ学

校活用、空き教室を活用するということについて

はやっぱりいろいろな制約上難しいということ

でありますけれども、しかし現在学校を利用して

学童をやっている地域もあるわけであります。で

ありますので、どうしてもやっぱり校舎、空き教

室を活用したいということであれば、それは個々

に対応をしていくということが教育委員会との

話の中で合意をさせていただいたところであり

ますので、どうしてもということであれば、それ

は個々に先ほど述べましたように相談に応じる

ということであります。 

  また、校地内にできるのが私は一番理想だと思

っております。と申し上げますのは、学校が終了

してからその中で学童保育が行われるというこ

とは、建物をどうするかは別にしましても、一番

の理想だというふうに考えておりますので、そう

いったことにやっぱり今後いろいろな条件をク

リアしていかなければならないものがあるとい

うふうに思っておりますけれども、考え方として

はそのような考え方を持っております。 

○海老名 悟議長 高橋議員。 

○２１番（高橋 壽議員） ちょっと今のところが

よくわからないというか、全くわかりませんね。

教育委員会が調査したこの調査結果には、今の米

沢市の小学校には余裕教室はないと、ほとんど。

西部小学校１カ所、何か資料室みたいなのがある

という話でしたけれども、ないと。それから、敷

地内については、全ての小学校でないという回答

なんですよ。それでいて個別の学校と学童保育で

要望があれば検討して実施いたしますというの

は、全く整合性つかないですよね。何をおっしゃ

っているんですか。 

  ということは、これはもう一回見直して再調査

するということですか。市長が今望ましいという、

学校の敷地内も使えるところがあるかどうかと

いうのは再調査して、そういうところを見つけて、

求めて、そこにつくるという方向でよろしいんで

すか。回答でいいんですか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 確かに教育委員会とこども課との

話し合いについてはそのようなことでありまし

た。しかし、実際的に空き教室がある学校につい

て、その地域の学童クラブが望むのであればそれ

は相談に応じるということであります。 

○海老名 悟議長 高橋議員。 

○２１番（高橋 壽議員） だから、この調査の結

果は空き教室はありませんという結論なんです

よ。空き教室ないという結論なんですよ。それで、

空き教室があればとおっしゃいますけれども、そ

れはどういうことなんですか。ないという結論の

中で、空き教室があればというその仮定というの

はどこから出てくるんですか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 今後とも空き教室が出てくる可能

性はあるわけです。その段階において、それは学

童施設側と学校側に協議に応じると、相談に応じ

ますよということの内容であります。 

○海老名 悟議長 高橋議員。 

○２１番（高橋 壽議員） そのうち空き教室が出

てくればというお話のようですけれども、そのう

ち空き教室が出てくればというところでの空き

教室はありませんという回答でありますよね。今

後とも空き教室はありませんという回答ですよ

ね、これは。そうではないんですか。だから、こ

ども課のほうでは、余裕教室やあるいは学校敷地

内の使用はできませんという話なんですよね。そ

のうち空き教室、余裕教室が出てきますという話

ではないのではないですか、この調査結果は。よ

くこれ読んでいただきたいんですよね。そうした

らちょっと違うんじゃないでしょうか、この調査

結果というのは。 

  この調査結果の表書きには、調査依頼というこ

とで、なぜ調査するかという趣旨として、国が出

した放課後子ども総合プランの前文を出してい

ます。 
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  それで、放課後子どもプランですけれども、27

年、昨年出たわけですけれども、その中では、今

後の学童保育の施設を整備する際は、国としては

学校の余裕教室、それから学校の敷地内、これを

専ら活用しなさいと。ここで、国としては学童保

育施設を新たにつくる場合はつくっていただき

たいし、そういうふうにやれば補助もしますとい

うことをうたっているわけですね。そして、今全

国的には学校の余裕教室や、あるいは学校の敷地

内での学童保育施設が整備されてきて、いまだに

全国的には公設という形で余裕教室やあるいは

学校敷地内の学童施設が割合としては一番多い

わけです。民家活用なんて一番少ないわけですね。 

  そういう中でこういう調査をしたことは、私は

評価すべきだというふうに思っておりましたけ

れども、調査する場合、どういうことをしなけれ

ばならないということもこの放課後児童健全育

成事業の放課後子どもプランの中でうたってい

るわけですよね。その観点からすれば、この調査

が果たして妥当なものだったかというのはちょ

っと首をかしげるところがあるんです。それはな

ぜかというと、今市長とそれから教育委員会で出

したこの調査結果がかなりちぐはぐになってい

ますけれども、そういうところが出てくるのを懸

念して、わざわざその通知でも、教育委員会ある

いは関係者と市長部局、こども課での調整をしっ

かりつけなさいというふうにわざわざその放課

後子どもプランの中でも書いているわけですね。

そして、この表書きの中にもそのことが書いてあ

るわけです。 

  ちょっともう一回聞きますけれども、そのよう

な調整をしたならば私はこういう調査結果は出

てこないというふうに思いますし、今の答弁のよ

うなものも出てこないというふうに思います。一

体米沢市は余裕教室あるいは学校敷地内を利用

した学童保育ということを具体的に実施する日

程に上げようとしているのですか。そのうち余裕

教室ができたらという話なんですか。そして、こ

の結果を見れば、そのうちなんていう話ではなく

て、将来とも余裕教室は出てきませんという結論

だというふうに私は読み取りました。そういうこ

とではないんですか。ちょっともう一回市長から。 

○海老名 悟議長 大河原教育長。 

○大河原真樹教育長 先ほど市長が答弁されたのは、

現状ではということでございました。そのアンケ

ートにつきましても、教育委員会としては現状で

というふうに思っております。現状というのは例

えばどういうことかと申しますと、学校内に設け

るのであれば入り口を別にしなければいけない

とか、その空間をつくらなければいけないとかと

いうことがなかなか現状では難しいということ

でございます。ですから、これからは可能性があ

るというふうに捉えております。 

○海老名 悟議長 高橋議員。 

○２１番（高橋 壽議員） そういたしましたら、

具体的にいつから……。これまでだって個別の学

童保育からは学校施設を利用させてほしい、ある

いは空き教室を利用させてほしいという要望が

毎年のように市長要望の中で具体的に出てきて

いるわけですよね。それでいて、今現状はこうだ、

できませんという話ですけれども、過去も、現状

はできません。その先の過去も、現状はできませ

ん。そして現在も、現状ではできません。将来、

未来にわたって現状ではできませんという話に

なっていくのではありませんか。本気になって学

童保育施設を公設化する、そして公設化の場合は

余裕教室あるいは学校敷地内を利用していくん

だという方針であれば、すぐにでも現状を変える

作業をやらなければならないのではないでしょ

うか。その現状を変える作業というのはいつやる

んですか、これ。 

  個別に、例えば具体的に興譲小学校の学区内の

これまどかさんという学童保育があります。ここ

では、施設の移転が二転三転いたしましたけれど

も、また近々移転をしなければならないと、家主

さんの都合でなっているわけです。それで興譲小
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学校の中に学童保育をという要望を既に何度も

出しているわけです。そうしたら、現状を変える

という作業はすぐにでもやらなければならない

のではないですか。余裕教室があるかどうか。現

状ではない。なければ、余裕教室をつくっていく。

そういうことも含めてすぐやらなければならな

い課題ではないでしょうか。いかがですか。 

○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 その調査時点、そして一

般的な認識、学校とのすり合わせの状況について

は、市長、教育長が答弁されたとおりの現状であ

ります。 

  市長も答弁の中で申されましたが、やはり学校

施設を利用するに当たっては、個々、具体的に、

今興譲小の例が出ましたが、その個別の例はさて

おいて、その個別具体的な面積とか場所とか、こ

ういうところというふうな具体的な提示がない

と学校のほうもなかなか考えづらいという実態

があるかと思います。でありますので、一般論と

しては、空き教室もちろんないという調査でござ

いますから難しいというふうにお答えするしか

ありませんが、こちらのお願いする姿勢も含めて、

個別具体的な状況について検討させていただき

たいという市長の答弁でありますので、それにつ

いては教育委員会も御協力させていただきたい

というふうな趣旨です。 

○海老名 悟議長 高橋議員。 

○２１番（高橋 壽議員） これまでも個別に当該

学童保育所のある学校と協議はしてきたという

ふうに思います。それでいて、具体的に余裕教室

がありませんという答えが返ってくる。それから、

今回の調査でも余裕教室ありませんという回答、

それから学校敷地内には難しいという回答が出

てきているというのが今の現状なんですよ。 

  そこを踏まえて、いや、そうではないんだと、

個々の学童と学校と個別に協議をさせてもらっ

て、その上でどうしても学校内でやりたいという

ことであればそういう方向で進めるということ

でよろしいですか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 基本的にはそうしたいというふう

には私は思っております。ただ、学校現場の問題

もありますから、そこはしっかりとその施設と学

校との調整についてはぜひ私もしっかりと取り

組んでまいりたいと、このように考えております。 

○海老名 悟議長 高橋議員。 

○２１番（高橋 壽議員） やはり具体的に空き教

室があるかどうか、現時点ではあるかどうかでな

くて、余裕教室を学童保育に転用するために、余

裕教室をきちんと学童保育のために転用する方

向を検討するということが一つ大事だというこ

と。それから、学校の敷地については、これは前

から事例として申し上げてきましたけれども、市

長も十分現場を見られていると思います。天童市

やあるいは酒田市などでは立派に学校敷地を利

用してやっているわけですね。これは米沢市と学

校施設の広さが違うなんていう話ではありませ

ん。だから、酒田ができている、天童ができてい

るという話ではありません。十分私はできるとい

うふうに思います。それでいて、教育委員会のこ

の調査では、学校敷地内ではできないんだという

回答が出てきていると。どこに天童や酒田との違

いがこの問題出てくるのかというところをしっ

かり捉えていただきたいんです。 

  やはり市長がリーダーシップとって、県議会議

員のときにも県連の学童保育の議員連盟の事務

局をされていて、十分学童のことは百も承知の市

長ですから、学校の敷地内は利用できるというこ

とはおわかりだというふうに思います。その方向

で進めていただきたいと思いますけれども、どう

ですか。もう一回改めて。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 物事というのは、できないできな

いという方向性を持っておるとどうしてもでき

ません。その中から、少しでも可能性があるとい

うものについてはやっぱり今後検討しながらそ
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ういう方向性を見出していくべきでないかと私

自身はそう考えておりますので、先ほど来申し上

げておりますように、個々のそういった対応につ

いてはしっかりと取り組んでいきたいと、このよ

うに考えております。 

○海老名 悟議長 高橋議員。 

○２１番（高橋 壽議員） それでは、改めて、学

童保育は米沢市は公設化を目指すと。個々の学童

で公設化に対するいろいろな考えはあるにして

も、方針としては公設化を目指すと。その場合、

公的な施設を利用すると。そして、空き教室ある

いは学校の敷地を利用していくんだと。そして利

用できるかどうか、活用できるかどうかについて

は、この教育委員会が出した調査では現時点、昨

年の10月19日時点の話であって、改めてもう一度

確認をしながら学童保育をできるようにしてい

くということでよろしいですね。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 そのような方向で考えていきたい

というふうに思います。 

○海老名 悟議長 高橋議員。 

○２１番（高橋 壽議員） では、そこまでにして

おきます。 

  時間がありませんので、第三子以降の保育料に

ついてですけれども、先ほど試算は認可、認可外

含めてどうできるか検討しているというお話で

したけれども、最後のほうで、その範囲はどうす

るかと、試算は認可外も含めてしているんだけれ

ども、実際やるかどうかについての範囲は今検討

中だというふうな話だったというふうに思いま

す。そういうことですか。認可外を含めてやると

いう話ではないんですか。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 第三子以降保育料の無料

化につきましては、年齢制限を撤廃して完全に実

施する方法と段階的に実施する方法などいろい

ろ、あるいはそういった対象についても全て今検

討しているという状況でございます。 

○海老名 悟議長 高橋議員。 

○２１番（高橋 壽議員） ちょっとそこは曖昧な

答弁なので、予算委員会等で今後質問します。 

  それから、療育センターについては、当事者の

皆さん方の団体と一緒に今後とも働きかけてい

くということですけれども、あす島貫議員からも

この問題について、具体的にその当事者の皆さん

方の要求はどこにあるのかと、それのニーズにき

ちんと応えていく必要があるのではないかとい

う質問をされるようです。私は、そういう話が非

常に大事で、一体当事者の皆さん方、子供さんた

ち含めて、親御さん含めて、現状どうなっている

のかとよく捉まえて、新潟県なら新潟県のどこに

何人どういう形で受診を求めて行っているのか、

福島県なら福島県のどこにどういう形で上山で

対応できないから行っているのかというところ

をしっかりつかまえるということから事を始め

る必要があるというふうに思います。そのことを

申し上げておきたいと思います。 

  それから、差し押さえについては、平成10年の

最高裁の判決ですけれども、その後を受けて鳥取

の地裁判決、それから広島高裁判決が出ているわ

けなので、おっしゃいましたけれども、預金の原

資も確認していると言いますけれども、よくよく

確認しないと、個々の裁判でそんな簡単に話はい

かないということも指摘しておきたいと思いま

す。 

○海老名 悟議長 以上で21番高橋壽議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

  再開を11時10分といたします。 

 

午前１１時００分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０９分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま
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す。 

  次に進みます。 

  一つ、自殺者対策について外２点、24番我妻德

雄議員。 

  〔２４番我妻德雄議員登壇〕（拍手） 

○２４番（我妻德雄議員） おはようございます。

市民平和クラブの我妻德雄です。９月定例会はト

ップバッターでした。今回は２回目と、結構早い

出番でちょっと感激をしております。よろしくお

願いします。 

  大項目の初めに、自殺者対策についてお尋ねし

ます。 

  自殺対策基本法の制定から10年がたち、我が国

の年間自殺者数は、1998年以降の高どまり状態か

ら近年は減少傾向に転じつつあります。2015年の

自殺者数は２万4,025人となり、４年連続で３万

人を下回り、６年連続で減少しています。 

  山形県の自殺者数は、2008年の381人をピークに、

全体として減少傾向にあります。2015年の自殺者

数は243人となり、全国と同様に減少傾向にあり

ます。しかし、本県の自殺死亡率は高く、昨年は

全国６位となっています。 

  国民全体の自殺率は低下していますが、これと

は反対に、15歳から24歳の若者層の自殺率は90年

代以降ずっと上がり続けています。しかも、それ

は日本の特徴のようです。 

  その原因については、大学生の就職失敗、雇用

の非正規化、若者を使い潰すブラック企業の増殖

など、さまざま考えられるようです。 

  昨年の12月に大手広告代理店の新入社員の女性

が過労自殺しました。この女性は、１カ月に105

時間もの残業を余儀なくされ、うつ病を発症し、

長時間労働による過労が自殺の原因だったと報

じられています。 

  警視庁の「2014年度中における自殺の状況」に

よりますと、2014年の20代の自殺原因上位は、う

つ病、統合失調症、仕事疲れとなっています。い

ずれも将来展望閉塞や過重労働の蔓延といった

社会状況と無関係ではないと思います。 

  まず、本市の自殺者数の現状とその傾向につい

てお知らせください。 

  日本財団が、地域や性別、年代のバランスを考

慮して全国の20歳以上の男女４万人から回答を

得た「自殺意識調査」を実施しました。この調査

によりますと、これまでの人生で「本気で自殺を

したい」と考えたことがあるとの回答をした人は、

全体の25.4％にも及びます。 

  そして、若い世代ほど自殺を考えた割合が高い

傾向にあります。しかも、20代から30代は男女と

も30％を超えています。実際の自殺者は40代から

60代が多くなっていますが、若者層でも自殺のリ

スクが高いことが判明しました。 

  家族からの虐待や家庭内暴力、生活苦、アルコ

ール依存症といった経験が複数あるほど、自殺の

リスクが高まるとのことです。ただ、家庭内で自

分が役に立っていると実感できればリスクは下

がると訴えています。 

  米沢市男女共同参画基本計画では、「心の健康

づくりを目指し、保健・医療・福祉・教育の総合

的施策の展開に努めます」とされています。具体

的な対策はどのように実施しているのでしょう

かお尋ねをいたします。 

  今年３月に自殺対策基本法が改正され、自治体

ごとに対策計画づくりが義務づけられました。こ

れは、地域ごとに自殺者の傾向を分析し、実態に

合った効果的な取り組みを促すものです。本市の

計画策定の取り組み状況をお知らせください。 

  大項目の２点目、子育て支援と若者の定住促進

についての質問に入ります。 

  市民平和クラブでは、11月に石川県かほく市の

子育て支援と若者の定住促進について勉強して

きました。 

  かほく市は、住みよさランキングでは常に全国

上位に位置し、昨年は９位、ことしは７位と高位

でございました。暮らしやすさに引かれて移り住

む人がふえているとのことです。全国的に少子高
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齢化が進行する中で、かほく市の取り組みは大い

に参考になると考えられます。 

  人口減少は、労働人口の減少と消費市場の縮小

により経済活力を低下させます。特に少子高齢化

の人口構造は、現役世代の社会保障負担を増加さ

せ、消費が落ち込みマイナスの影響を与えること

になります。そして、税収や貯蓄率も低下し、財

政や金融市場を初めあらゆる分野に悪影響を与

えることが予想されます。 

  子育て支援や若者定住を考えた際に考慮される

のが財源です。予算には限りがあります。しかし、

このままでは医療費や介護費が膨らみ、現役世代

だけではいずれ支え切れなくなると予想されま

す。歳入の柱である市民税をふやすには人口増が

必須と考えます。 

  この間、本市も若者移住促進事業奨励金、空き

家バンクの設置、子育て支援施策の充実など、さ

まざまな取り組みを実施してきました。しかし、

人口減に歯どめがかかっていません。人口減少に

対する強い危機意識を持ちながら、あらゆる時間

軸の施策を総動員して人口をふやすという覚悟

が求められているのではないでしょうか。 

  子供が減るデメリットはとても大きいと言えま

す。子供が多いと街に活気が出ます。祖父母や親

が子供に買い物をするので、地域の商店にお金が

回る効果も期待できます。 

  働き手世代の人口をふやすには若者の視点での

まちづくりがもっともっと必要と考えます。本市

は子育て中の若者の意見をどのようにして取り

入れてまちづくりを行っているのでしょうかお

知らせください。 

  本市は結婚前の婚活支援事業を実施しています。

しかし、結婚後の支援は、子を授かってからの子

育て支援まで、特別な事業は行っていません。婚

活、結婚後支援、子育て支援、そして就学支援と

ライフステージに応じたトータル支援による施

策が大切と考えます。 

  視察したかほく市では、40歳未満の新婚夫婦が

市内の民間賃貸住宅または特定公共賃貸住宅に

入居した場合に、月額１万円を最長２年間補助す

る制度を設けています。 

  人口の流出を抑制し、転入者の増加を図るに当

たり、若者が注目する施策、事業の実施が必要と

考えます。本市に移り、住み続ける人をふやすた

めにも、結婚後の支援について考える必要がある

のではないでしょうか。本市の見解をお聞かせく

ださい。 

  本市でも2014年度まで米沢市若者移住促進事業

奨励金制度を実施していました。今年度から総合

政策課に若者支援担当を設置し、若者支援事業の

紹介を初め、若者からの提案、意見の受け付け、

若者の将来に関する相談受け付けなど、若者と協

力・連携し、若者が活躍できる環境づくりを進め

ています。そして、ＵＩＪ定住促進事業を実施し

ていますが、なかなか成果が見えてきません。 

  かほく市では、市内への定住人口の増加と地域

経済の活性化を促進するため、市内に住宅を新築、

購入し生活する人を対象に、最大200万円の奨励

金を交付する制度を設けています。 

  米沢に住んでみようと考えていただき、それを

実施する工夫と取り組みが行えればすばらしい

と考えます。本市の見解をお聞かせください。 

  大項目の３点目、よねざわ昆虫館の将来像につ

いて質問いたします。 

  昆虫の魅力は誰でも感じますが、特に子供たち

は虫には特別な興味があるようです。私もそうで

した。虫が好きで、カブトムシやクワガタムシは

もちろん、オニヤンマやシオカラトンボなどをよ

く捕まえて遊んでいました。もっとも、大人にな

ってからもトンボの写真を撮りに行ったりして

虫と接していますが、生き物と身近な自然に少し

でも目を向けてもらえたらいいなと思います。例

えばチョウチョウが飛んでいたら、「春になった

な」と感じることができます。そして、風情や季

節感を感じることができると視野が広がって心

の余裕も生まれてくるのではないでしょうか。そ
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んな手助けとなっているのがよねざわ昆虫館で

す。 

  米沢市昆虫館の設置及び管理に関する条例の第

１条に「昆虫との触れ合いを通じ、人と自然との

かかわり及び生命の営みの大切さを学ぶ機会を

提供するため、昆虫館を設置する」と記されてい

ます。 

  昆虫館のよいところは、本物があることです。

そこで、改めてお伺いしますが、昆虫館の役割、

目的をどのように考えているのでしょうかお尋

ねをいたします。 

  よねざわ昆虫館にある大量の虫たちは、30年ほ

ど前に米沢に住んでいた山谷文仁さんが一生を

かけて集めたものです。よねざわ昆虫館には山谷

さんが集めた世界中の虫たち約10万匹が保管さ

れています。 

  しかし、この山谷コレクションの整理、データ

ベース化が進んでいません。とった場所やとった

時期、月日などをきちんと整理しデータベース化

することで、虫たちが生息していた環境やその年

代の気候などさまざまなことが見えてくるので

す。 

  昆虫は虫によってすみ分けをしています。そし

て、虫と植物はさまざまな相互関係にあります。

つまり、虫から捕獲されたときの環境が見えてく

るのです。そして、環境の変化にも気づくことが

できます。 

  今までデータベース化が進んだのは4,000点ほ

どです。ほとんどが手つかずの状態です。大変貴

重な財産であり、全国的にも貴重な資料です。デ

ータベース化を急ぐ必要があると考えます。本市

はどのようにお考えでしょうかお尋ねをいたし

ます。 

  自然の保護が叫ばれる中、見失われがちな身近

な自然の保全、再生に関心を持ち、自然と人間が

共存できる環境を考える場がよねざわ昆虫館で

はないでしょうか。昆虫館がホタルの里づくりを

進めている三沢地区にあることに大きな意義が

あると考えています。 

  また、小野川温泉から田んぼアート、そして昆

虫館と一つの観光コースにもなっているようで

す。昆虫館は観光にも一役買っていると思います。

本市は昆虫館の将来像をどのように描いている

のでしょうかお尋ねをいたします。 

  以上で壇上の質問を終わります。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

  〔堤 啓一健康福祉部長登壇〕 

○堤 啓一健康福祉部長 私からは、１の自殺対策

についてと、２の子育て支援と若者定住促進につ

いてのうち若者視点で子育て支援の充実をすべ

きでないかについてお答えいたします。 

  本市の自殺者数につきましては、平成23年19人、

平成24年同じく19人、25年が15人、26年が９人と

なっております。これを人口10万人当たりの自殺

死亡率に換算しますと、平成23年は21.3、24年

21.5、25年17.2、26年10.4となり、４年間で半減

しております。 

  この４年間の自殺者数の傾向としましては、男

女別では男性が48人、女性が14人と、男性が女性

の約３倍の人数になっております。また、年代別

では40代が14人と最も多く、次は60代が12人、50

代が11人、20代が10人、30代が７人となっており、

10代の自殺者はありませんでした。 

  一方、年別・年齢別の傾向を見ますと、40代は

平成23年の５人から平成26年は１人に、50代は同

じく６人から２人と減少しておりますが、20代は

２もしくは３人でほぼ横ばい、60代は平成23年の

２人から25年には５人と増加したものの26年に

は２人に戻っている状況であります。 

  次に、具体的な自殺対策についてでありますが、

「こころの健康推進連絡会議」を開催してござい

ます。心の健康問題や自殺を考えている人が相談

に来る可能性の高い窓口、支援する組織の担当者

が自殺問題の現状と課題を把握し、関係機関の役

割や機能を生かして複雑な自殺の原因に対応で

きるように、ネットワークを構築して勉強会や情
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報交換を行い、地域での自殺対策力の向上を目指

しております。 

  現在の構成は、米沢市医師会、米沢警察署、置

賜保健所、米沢消防署、米沢商工会議所、社会福

祉協議会、民生委員児童委員連絡協議会、ＮＰＯ

法人Ｗｉｔｈ優の各団体と米沢市の関係課とな

っております。 

  このほかに、自殺対策の啓発と各地区の自殺の

現状把握を兼ねた地区懇談会を年２回実施して

おります。また、自殺の危険を示すサインに気づ

き適切に対応することができることができる人

材、いわゆるゲートキーパーの育成を図るため、

ゲートキーパー研修会を年２回実施しており、自

殺対策の普及啓発や人材育成、ネットワークづく

り等により地域全体での自殺予防に努めており

ます。 

  自殺対策基本計画の策定につきましては、平成

28年３月の自殺対策基本法改正におきまして、市

町村自殺対策計画の策定が義務づけされており

ます。ただし、条文では国の自殺総合対策大綱及

び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘

案して市町村は計画を定めることとされている

ことから、国及び県の策定状況に合わせて本市で

も検討していきたいと考えております。 

  続きまして、２の子育て支援と若者の定住につ

いてお答えいたします。 

  まず、若者視点での子育て支援の充実をすべき

でないかとして、子育て中の若者の意見をどのよ

うにして取り入れているかについてであります

が、一つは、米沢市立幼稚園、認定こども園、Ｐ

ＴＡ連合会の方々と教育懇談会を毎年開催して

おります。子育て中の保護者の代表の皆様とこの

懇談の中で意見交換をさせていただき、さまざま

な御意見や御要望を頂戴しているところです。 

  また、保育園の保護者の皆さんからも、米沢市

保育園保護者連合会からの要望書として毎年御

意見や御要望を頂戴しているところであります。 

  これまでも、子育て支援医療の拡充ですとか子

育て家庭における負担軽減の要望のほかに、歩道

の整備や危険箇所を調べられ、その対応への要望

なども頂戴しているところであります。 

  次に、ママの視点をまちづくりにどう生かして

いるかにつきましては、子育て中の母親から特に

直接お話をお聞きする取り組みは実施していな

いところでございますが、こども課窓口の利用者

支援員や子育て支援センター、保育園、幼稚園な

どに寄せられている御意見を報告いただいたり

しております。 

  これまでも、子供の医療費負担の軽減を図るた

め子育て支援医療の拡充や、お母さんの就労に必

要な子供の保育の受け皿の確保として待機児童

対策に取り組んできたところであります。また、

身近なところでは、子育て中の市職員からの意見

を取り入れ、小さなお子さんを連れて市役所庁舎

に手続に来られるお母さんが安心して手続がで

きるようベビーベッドを設置したり、荷物を軽減

できるようにミルクのお湯を提供したりするな

どの配慮をしているところであります。 

  母親の立場からの気づきはより子供に寄り添っ

た大切なものですので、さまざまな形で寄せられ

る御意見を今後の子育て支援やまちづくりに反

映させていきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 杉浦建設部長。 

  〔杉浦隆治建設部長登壇〕 

○杉浦隆治建設部長 私からは、２項目めの子育て

支援と若者の定住促進についてのうち、結婚後の

住宅支援や若者の移住及び新築支援についてお

答えいたします。 

  ただいま議員のほうからかほく市の若者世代へ

の家賃補助制度やマイホーム取得の住宅支援に

ついて御紹介いただきましたが、結婚後の支援や

若者の移住に関し、本市の住宅支援の現状につい

てお答えさせていただきます。 

  本市では、住宅環境の充実や地域経済の活性化、

さらには人口減少対策につながることを目的に、
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県事業を受けまして、米沢市住宅リフォーム総合

支援事業を行ってきております。この事業では、

耐震化やバリアフリーなどの対象工事を行う場

合に、通常の一般リフォームタイプでは補助率

10％で上限20万円でありますが、人口減少対策と

して、新婚世帯や子育て世帯、そして県外からの

移住世帯に対しましてはかさ上げ措置があり、限

度額を30万円とした上で工事費の20％まで補助

金の交付を行っております。さらには、規定の診

断を受けた空き家を利用した場合には、限度額が

40万円まで引き上げられる措置になっておりま

す。 

  各世帯における補助金の交付実績につきまして

は、新婚世帯に対しては昨年度が３件で90万円、

今年度については２件で70万円となっており、子

育て世帯では昨年度が３件で90万円、今年度につ

いては８件で160万7,000円となっております。ま

た、移住世帯に対しましては昨年度が１件で40万

円、今年度については２件で60万円となっていま

す。世帯ごとに対象要件、新婚世帯の場合は婚姻

から１年以内などを設けておりますが、一定の事

業効果があるものと認識しているところでござ

います。 

  今後におきましても、若者の定住促進につなが

るハード面の施策の一つとしてこの事業を継続

してまいりたいと考えております。 

  また、若者への新築支援策でございますが、現

状では、本市においては現在のところ若者を含め

新築住宅に対する支援事業は行っていないとこ

ろでありますが、御紹介いたしますと、山形県に

は山形の家づくり利子補給制度があります。それ

は、県内にみずから居住するための住宅を新築す

る方を対象に支援する制度で、三世代世帯であれ

ばさらに有利な支援を受けることができる内容

となっております。 

  内容は、住宅新築時の工事費に対する融資額を

対象に利子の一部を補給する制度で、申請件数に

ついては、置賜総合支庁扱いで平成27年度につい

ては米沢市内で27件、平成28年度については米沢

市内で18件となっている状況であります。 

  本市では、御紹介いただいた例のように若者に

絞り込んだ住宅支援の取り組みまでには至って

おりませんが、石川県かほく市の事例は効果が出

る若者の定住策と思っております。そういったこ

とから、情報収集や研究させていただき、今後、

施策の議論において参考にさせていただきたい

と考えております。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、子育て支援と

若者の定住促進についてのうち、若者の移住支援

についてお答えいたします。 

  本市におきましては、若者に限らず、ＵＩＪタ

ーンを検討している方々に対して、米沢の魅力を

さらに知っていただき、定期的にお越しいただけ

ることで地域の方々と交流を深め、移住・定住へ

つなげていただけるよう積極的に情報提供を行

っております。 

  具体的には、５年前より「ふるさと回帰フェア」

「ＪＯＩＮ移住・交流フェア」に参加したり、４

年前より首都圏において本市単独で米沢市ふる

さと暮らしセミナーを開催しながら、米沢出身者

や米沢に関心のある移住希望者と定期的に米沢

暮らしの魅力について情報交換を行っておりま

す。 

  就職の情報提供としましては、平成25年度から

取り組んでいる米沢地域人材確保・定着促進事業

において、地元出身学生や若者層のＵＩＪターン

による地元企業への就職と定着を促進させるた

め、ウェブサイトによる求人情報提供システムの

構築や就職相談会の開催などにも取り組んでお

ります。 

  また、移住を検討している方や移住した方にも

御利用いただける住宅支援制度として、昨年度よ

り空き家利活用支援事業補助金を創設し、今年度
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は、居住を目的に空き家を購入された個人の方に

対して購入費用の一部を補助する制度としてお

り、通常30万円までとしております補助額の上限

を市外からの移住者の方につきましては20万円

加算し50万円とすることで、より利用していただ

きやすい制度としております。 

  今後も、県、置賜地域、関係団体とさらに連携

しながら、さまざまな世代の地元出身者、移住希

望者の立場に立った総合的な情報発信に努め、ニ

ーズに合わせた受け入れ体制づくりを進めてま

いりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、よねざわ昆虫館に

ついてお答えいたします。 

  初めに、昆虫館の役割と目的について申し上げ

ます。 

  よねざわ昆虫館は、三沢コミュニティセンター

と併設されており、設置及び管理に関する条例並

びに条例施行規則に基づき、平成18年度から指定

管理者である三沢コミュニティセンター管理運

営委員会による管理運営を行っております。また、

昆虫館での事業の企画・運営及び昆虫館資料の活

用に関し、必要な事項についての検討及び審議を

するため、よねざわ昆虫館運営委員会を組織し、

必要に応じて会議を開催しております。 

  昆虫館では、昆虫との触れ合いを通じ、人と自

然とのかかわりと生命の営みの大切さを学ぶ機

会を提供するため、平成元年に米沢市に寄贈いた

だいた山谷コレクションの保管と、常設展示を行

うことを基本としながら、特別展の開催並びに地

域と連携した普及事業を行っております。 

  次に、山谷コレクションについて申し上げます。 

  よねざわ昆虫館に保管されている推定個体数約

10万点の標本山谷コレクションは、米沢市に住ん

でおられた山谷文仁氏が一生をかけて収集され

た世界各地の昆虫標本です。そのうち外国産は約

３万点で、東南アジアのものを中心に収集されて

います。日本産は約７万点で、山形県産を初め東

北各地のものが多く、ふるさとの昆虫相を解明す

るための貴重な資料となっております。分類別で

はオサムシ類が特に多く充実していますが、チョ

ウ、トンボ、バッタ、蜂など多くの分類群に及ん

でいることが特徴です。 

  また、山谷コレクションの保管、研究活動とし

ては、コレクションの点検、虫害のチェック及び

防虫剤の交換・補充等を定期的に行うとともに、

先ほど4,000点しか整備がなされていないという

御指摘がございましたが、コレクションのデータ

ベース整備作業をこれからも継続して行ってい

きたいと考えております。 

  次に、昆虫館の将来像について申し上げます。 

  昆虫館のあります三沢地区の特色として、平成

元年、「ふるさといきものの里」として環境庁の

指定を受け、同年には「自然環境特別保全地区」

となっております。また、ホタルの里として広く

親しまれている小野川地区ではゲンジボタル、ヘ

イケボタル、ヒメボタルという代表的な３種類の

ホタルを一緒に見ることのできる全国的にも珍

しい場所であり、ホタルの生息環境保全を中心と

した環境整備活動とともに、三沢コミュニティセ

ンターでは「山野草展」や「きのこ展」など自然

に親しみ楽しむ活動を行っております。 

  そのような中、昆虫館のここ５年間の平均入館

者数は２万2,488人と非常に多くの方々に御利用

いただいております。 

  今後も、昆虫館といたしまして常設展示や特別

展、企画展を初めとした展示活動や山谷コレクシ

ョンの保管、研究活動、観察会やワークショップ

などを通しての普及活動を地域の方々とともに

行ってまいります。 

  また、今年度、よねざわ昆虫館運営委員会初代

委員長の御家族から、来館する方々の学習機会に

役立てていただきたいとのことで、置賜地域のみ

ならず全国各地で採集したトンボの標本の御寄
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附をいただいたところであり、小形義和コレクシ

ョン「トンボ先生のトンボたち。」として秋の企

画展を開催いたしたところです。 

  よねざわ昆虫館については、貴重な収蔵物を備

えた施設として、地域の方々や指定管理者と密に

連携を図りながら、継続して適正な管理運営に努

めてまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 我妻德雄議員。 

○２４番（我妻德雄議員） それでは、最初に、自

殺者対策についてお伺いします。 

  よくわからなかったのでちょっと改めてお聞き

しますけれども、その思い悩む人たちをいち早く

見つけて、見つけるという言葉が適切でないかも

しれませんが、御相談をいただく。そういったこ

とが大事だというふうに常々思っているんです

が、その窓口になり得る場所というのは、米沢市

も含めてどんなふうになっていますか。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 米沢市のほか保健所とか、

あとは県の精神保健の窓口とかございます。あと

いろいろそれぞれに電話相談の窓口等も設定さ

れております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 要は、私もそうですが、

そういう周りで自殺者が出たりいろいろ経験し

ている方も多いと思うんですけれども、そのサイ

ンをいち早く察知をして、何とかしたい、何とか

しなければならないというふうに思うんですよ。

そのサインを察知したときにすぐ御相談できる

ような体制がないとなかなか厳しいんだという

ふうに思うんです。確かに減少はしてきているん

ですが、今の現状などでもまだまだ、いろいろ相

談体制をきちんとするということが市報なんか

にも時々載せていただいているようですけれど

も、もっとわかりやすいようにしたらいいかなと

いうふうに思うんですが、その点いかがですか。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 先ほど申し上げました気

づき、近くの方が気づいていただいて専門機関に

つないでいただくということが非常に重要だと

思いますので、そういった相談機関について今後

ともよりわかりやすく周知等に努めていきたい

と思います。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 自殺対策基本法の関係

ですけれども、国、県の動向を見ながら米沢市も

徐々につくっていくよという答弁だったような

気がします。 

  しかし、自殺対策基本法の13条２項では、市町

村は自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計

画並びに地域の実情を勘案して、当該市町村の区

域内における自殺対策についての計画を定める

ものとするというふうに記されているわけなん

です。この文章からいくと、米沢市もいち早く自

殺の状況などもきちんと把握をしながら計画を

策定をしていくということになるんだというふ

うに思うんです。もちろん県を参考にしたりいろ

いろするんでしょうけれども、米沢市も、県と協

議を進めて計画を策定する準備は進めているん

ですか。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 現状ではまだそこまで進

めてございません。国の総合対策大綱がまだ示さ

れていないということもございますので、そうい

ったものが示されましたらば、県のほうとも情報

交換しながら進めていきたいというふうに考え

ております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 県は本年の９月１日に

山形県自殺対策推進センターというものを設置

をしましたよね。その推進センターと本市の関係

はどうなりますか。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 県のそういった推進母体

ができましたので、そういったところと協力して
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今後推進していくということになるかと思いま

す。まだ具体的なやりとりの部分ではちょっと市

との部分は少ないところがございますが、これか

らこういう計画づくりを進める中で、より緊密に

連携して対応していきたいというふうに思いま

す。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 実情の把握ですとか、

やれることは少し準備を進めていったほうがい

いと思うんです。なぜこんなことを言うかという

と、市長にこれちょっとお尋ねしたいんですが、

これは大項目の２つ目の子育て支援と若者定住

促進についても共通しているかもしれないんで

すが、住み続けたいと思う人が多い地域ほど自殺

を考える人や自殺未遂者が少ないという結果が

出ているようなんです。長く住んでいたいという

か、いいところだと思えば思うほど、地域がよく

なっていくと自殺者も減っていくよということ

が統計的に出ていると。そういった意味からいく

と、子育て支援なども関連するのかもしれません

けれども、ぜひとも自殺者を出さなくするために

は住みやすいところをつくっていくということ

が大事だというふうに思います。市長、お考えど

うですか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 住み続けたいまちということは、

やっぱり我々が目指していくところだというふ

うに思っております。その一番大きな条件となる

のは、しっかりと生活基盤が確立されている。そ

の生活基盤が確立されているということは、いろ

いろな要件があるというふうに思っております。

例えば子育て支援がしっかりされているとか、そ

して雇用がしっかりと確立されているとか、そう

いったことが総合的な要件が満たされるとずっ

とそこで住み続けたいというふうな思いがある

というふうに思っております。 

  そういった中で、今後、いろいろな今まだまだ

整備していかなければならない部分もあるとい

うふうに思っておりますので、そういったことが

やはり若い人たちの意見なりも聞きながら、その

ために若者担当の窓口も設置したと思っており

ますけれども、まだまだ機能的に十分発揮されて

いるというふうには思っておりませんので、今後

そういったことも踏まえて対応していきたいと、

このように考えております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） ぜひともよろしくお願

いをいたします。 

  次に、定住促進の関係と若者子育て支援の関係

に入りますけれども、答弁でよくわからなかった

んですが、米沢市全体としては婚活はやってきま

したと。そして、婚活後から子育て支援までの間

の結婚後支援みたいなことは何かやっているん

ですか。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 御質問のとおり、まずは

婚活あって子育てと。出産、子育てというような

順番かなと思うんですが、結婚を機会としたとい

うようなところに特化したような支援策は私ど

ものほうではございません。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） やはり結婚をしようと

するとか、子を持つとか、それは個人の自由なの

かもしれませんけれども、持ちたいと思いながら

持てないとか、できないとか、そういった人がい

るのも現実だというふうに思います。だから、そ

れを少しでも後押ししてやれるような制度を設

ける。結婚を思い切ってしようとかそういうふう

な制度を設けることが大事だというふうに思う

んですけれども、その点はいかがですか。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 課題として検討させてい

ただきたいところでありますが、先ほど御紹介い

ただきました例えば住宅的な支援とか住居への

支援というようなところも含めて、果たして市と

してどういうものの支援がいいのかというよう
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なところについては、いろいろ内部で話し合いを

させていただきたいと思います。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 私も個別に具体的にあ

れやったほういいこれやったほういいというこ

とでなくて、やっぱり若者に注目を集めるような

制度をつくっていく。あるいは米沢に住んでみよ

うかなと思えるような制度をつくっていく。そう

いうことが大事だというふうに思うんです。 

  石川県のかほく市の場合ですと、若者マイホー

ム取得奨励金、最大200万円出しますよみたいな

こういう感じのパンフレットをつくっているん

ですけれども、それをホームページでもぼんと載

っけて、ああ、じゃあかほく市に住んで家建てて

みっかみたいな気持ちになるんだというふうに

思うんです。そういうふうなことで上手に上手に

人口がふえてきている。だから、目玉になるよう

な施策も持ちながら子育て支援も充実をしてい

く、そういった一連の流れをどうつくるかという

ことだと思うんです。その点、いかがなものでし

ょうか。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 議員御承知だと思うんで

すが、数年前まで移住された方に対しては住宅支

援というものを３年間ほどやりました。非常に好

評だったところなんですが、やはり財政的な負担

は結構大きかったと私どものほうも思っており

ます。限られた財政の使える原資の中でどのよう

なところに重点を置いていくべきかというもの

については、同じ答弁になって申しわけありませ

んが、今後検討させていただきたいと思います。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） そうなんですよね。さ

っきも壇上で申し上げましたけれども、財政の話

になっていくとなかなか厳しくなっていくんで

すよね。ただ、今のまま人口減少、高齢化社会に

なっていってしまえば、本市も市税の収入がどん

どん減っていくわけですよね。そして労働人口も

減っていくと企業の活動も低下していかざるを

得ない。やはり思い切った施策が大事だというふ

うに思うんです。千葉県の流山市なんかそういっ

た意味でどんどん近隣の人を呼び込んで、そして

市税収入を上げていく、人口が増加していくとい

うようなことをやっているようです。そういった

ことも参考にしながら、やはり支出を考えるだけ

でなくて、税収を上げるという観点からももっと

積極的な策を講じていただければなというふう

に思います。 

  市長、うなずいておられるんでしょう。どうお

考えですか。せっかくですので回答ください。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 話はおっしゃるとおりだと思うん

です。やはりどうやって若い人たちにこの米沢に

定着していただくかと。一番大事なことは、まず

一つは、やはりこの地域で働く場所があるかない

かということが一番のまず私は大事な要因でな

いかなというふうに思っております。そして、い

ろいろな都会の今例示されました都市というの

は、確かに子育て支援とか、あとは若者にどうい

う支援があるかによって人口が移動していると

いう現象が出てきているようです。それはどっち

に住んでも、働く場所は別のところで働いて、そ

こには生活するに子育てするにどのような支援

があるかというところが、物すごく今そういった

ところをシビアに考えておられる若者もおると

いうような報道を聞いたときがございましたの

で、山形県のきょうの新聞にもありましたように、

若者の本県定着促進していくということなんか

もありますので、発足したようでありますから、

そういったことを連携をしながら、そして何が有

効かということをしっかり考えて、少しでも定着

していただいて、そしてそのことが市民税、市税

の収入が上がるような対策というものはとって

いかなければならないというふうに思っており

ますので、検討をしていきたいというように思い

ます。 
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○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） もう一つだけちょっと

提案をさせていただくと、先ほど答弁いただいた

のは建設部、そして企画部、恐らく健康福祉部と

いうことで３部なんですよね。何か子育て支援と

いうか若者定住もあわせて、米沢に来るとこんな

いいことがあるよみたいなことをホームページ

上でわかるようにするとか、パンフレットにする

と。かほく市は全部の事業を移住してくるとこれ

でわかりますよみたいなパンフレットをつくっ

ているんです。そういうのを少しもっと積極的に

取り組んでいくというのはどうなんですか。そし

て、市長が今答弁いただいたような企業の会社の

あっせんですとか、そういったことも含めて、ホ

ームページではワンクリックで全てわかるよう

なシステムを少し構築する。そんなことはできな

いでしょうか。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 先ほど申し上げましたように、県

もいろいろ取り組み始めたようです。そういった

ことで、どのような内容になっているか県をまね

しなくても、米沢独自の若者の移住というものに

ついて、総合的にやっぱり移住される方がああこ

うなんだということが明確にわかるような取り

組みというものも今後考えてまいります。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） よろしくお願いします。 

  それでは、昆虫館の関係についてお尋ねをいた

します。 

  答弁をいただいたところ、非常に来館者数も多

く重要な施設だよという中身の答弁だったよう

に思いますけれども、その山谷コレクションの関

係については進めていくという答弁だったんで

すが、今までも進めていくという中身で、4,000

件がデータベース化、１万件についてはほぼ調査

済みだというふうなことで、このペースで行くと

何十年もかかるんですよね。その点、どう進めて

いくお考えなんでしょうか。 

○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 議員お述べのとおり、標

本の件数に比して進みぐあいが遅いというのは

事実でございます。ただ、標本数がやはりかなり

膨大な数でありますので、ここで特別何かして思

い切って進む方法があるのかどうかというのは

非常に難しいというふうに思っております。若干

ペースは上げたいなともちろん思っております

が、その方法については、昆虫の委員会の中、あ

るいは今現在やっている方、あるいはもっと本当

は専門家の方がいたほうがいいのかどうかです

けれども、その辺はちょっと皆さんと協議をしな

がら、どのくらいのペースが妥当なのかというの

は１回検討をさせていただきたいなというふう

に思います。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 言っていることはわか

るんです。ただ、国立博物館にデータベース化す

れば全国からさまざまな、全国の資料なわけです

ね、そうすると。貴重な資料が全国で共有できる

というのはやっぱり財産だというふうに思うん

です。米沢市に寄贈いただいたのだとすれば、米

沢市の責任としてやはりデータベース化は進め

ていくということが大事だというふうに思いま

す。メディアからも結構問い合わせが来たりいろ

いろしているようだというふうにお聞きをして

いますので、ぜひその辺のところは検討して、早

める努力をしていただきたいなというふうに思

います。 

  もう１点お聞きしますけれども、将来像の関係

について、地域の方々と協働を進めながらいろい

ろ事業を進めていくと、企画展も特別展も何もか

にもやっていくというような答弁だったように

思いますけれども、その方向性で間違いないです

か。 

○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 現在もやらせていただい

ておりますが、そのペースを維持していきたいと
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いう気持ちは持っております。特に、御存じのと

おり三沢東部コミセンと一緒の施設でございま

すので、三沢地区の皆さんとの協働の中でその昆

虫館が生きていけば一番いいのではないかと思

っておりますので、その辺も協議をしながら、ど

ういう形がいいのか、毎年やっておりますが、進

めていきたいと思っております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） ぜひそのような方向で

進めていただければいいのかなというふうに思

います。ホタルの里づくりとして進めているとこ

ろにある昆虫館ですから、当然のように地元の

方々と相談して進めていくということで非常に

いいと思うんですが、問題は、やっぱり昆虫館に

もそれなりの予算をきちんと確保して運営でき

るようにすると、それが大事なんだというふうに

思うんですが、その点はいかがですか。 

○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 議員のお気持ちはもちろ

んわかっておるつもりですし、私どもそういうふ

うにできれば考えたいというふうに思っており

ますが、予算については、これは全事業がもちろ

ん入っての一般財源になりますので、そこは財政

課と協議をしながら進めていかざるを得ないと

いうふうに認識をしております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 先ほど壇上でも申しま

したけれども、小野川温泉に泊まって、田んぼア

ート見て、昆虫館にもちょっと足延ばしてみるか

みたいな、そしてその途中に歩いていくと、あら

ら田んぼの中にトンボ飛んでいましたなんてい

う、実際の勉強になっているそんな児童も結構い

るんだというふうに話を聞いています。そこは、

予算の関係はあると思うんですけれども、やっぱ

り米沢にいて昆虫のことを余り詳しくなかった

りすると、せっかく米沢のこの自然豊かなところ

に住んでいるのであればもっともっと米沢の生

徒・児童に昆虫のことをわかってもらいたいです

よね、いっぱい。それにはそれなりの設備だとか

展覧会だとかいろいろなことが必要だというふ

うに思うんです。そこのところをきっちりとさせ

ていく。だから、将来どう考えているのよと俺聞

いているんです。子供たちの育ちに役立つ題材で

あるからこそ、どうするのかというふうに思って

いるんです。その点、いかがですか、教育長。 

○海老名 悟議長 大河原教育長。 

○大河原真樹教育長 私も何度か昆虫館に足を運び

まして、本当にいい生きた教材だなというふうに

思っております。そういう意味で、今部長申し上

げましたが、ちょっと財政面というところでいか

がなものかというところもあるんですけれども、

もう少し子供たちにあの施設を見せる、そして利

用してもらうというふうなことも考えていきた

いというふうに思っております。 

○海老名 悟議長 我妻議員。 

○２４番（我妻德雄議員） 小形コレクションにつ

いても、まだこの間展示をしていましたので、見

させていただきました。トンボ先生だから、わか

ります。そのトンボのことなんかについてもいろ

いろと展示をしていると。そういう大事な施設で

あって、冬虫夏草のものも地元の人が書いたのを

夏に企画展をしたりとか、それを実施するにはそ

れなりのやはりお金は必要なんです。昆虫館とか

いろいろなものもそうですけれども、子供たちが

集うようなそういう施設、学びの場は未来への投

資ですから、未来への投資だというふうな考え方

で予算を考えていかないとなかなか難しい面も

あるんだというふうに思います。 

  ぜひともよろしくお願いを申し上げて、私の質

問を終わります。 

○海老名 悟議長 以上で24番我妻德雄議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

  再開は１時５分といたします。 

 

午後 ０時０５分 休  憩 
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午後 １時０５分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  次に進みます。 

  一つ、米沢市農業振興計画について外１点、10

番鈴木藤英議員。 

  〔１０番鈴木藤英議員登壇〕（拍手） 

○１０番（鈴木藤英議員） 皆さん、こんにちは。

一新会の鈴木藤英です。本日、３番目として、昼

食後の１番バッターとして質問させていただき

ます。少しおなかも膨れて眠くなったところです

けれども、どうかよろしくお願いいたします。 

  私の今回の質問は、１点に、農業振興計画につ

いて、また第２点として、森林資源の活用につい

て質問させていただきます。 

  まず、第１点目、農業振興計画について、今後

の目標とその取り組みについて質問させていた

だきます。 

  昨年制定されました農業振興計画の中で、畜産

振興の点についてお伺いいたします。米沢牛の出

荷頭数の向上に向けた取り組みについてお尋ね

いたします。 

  本市を代表する特産物として、まず米沢牛が挙

げられます。全国的な知名度はずば抜けており、

米沢と言えば他県の方が真っ先に連想するもの

が米沢牛ではないでしょうか。農業出荷額のうち

約20％を占めており、特筆すべき存在であると考

えられます。また、市内の旅館、飲食店でも米沢

牛は広く提供され、観光のお客様も米沢牛目当て

に米沢へ足を運ばれる、そういった方も多いので

はないでしょうか。 

  また、本市で行っておりますふるさと納税です

けれども、そちらの中で、全体で寄附金額19億円

のうち、米沢牛が返礼品として指名されているも

の、そういったものも非常に多くの割合を占めて

おります。まさに産業の基盤、または観光の目玉、

またふるさと納税としての役割、多くの役割を担

っていると言えます。 

  現在、市内には米沢牛の繁殖農家が約20軒で、

420頭の繁殖牛が飼われております。そちらの母

牛から生まれた子牛が次の米沢牛として肥育さ

れております。また、肥育のほうでは、農家の戸

数16軒で1,600頭の米沢牛が飼育されております。 

  しかしながら、近年の子牛価格の高騰や飼料、

維持管理費用等の増大に伴い、生産費と販売価格

との間に余り利益が見込めない、そういった状況

にあるのが現状であります。 

  昨年制定されました農業振興計画では、10年後

の平成37年には繁殖牛で520頭、また肥育牛では

1.5倍であります2,450頭の出荷を計画されてお

ります。飼育頭数をふやすには、それに向けた具

体的な取り組み、どのように進めていくか当局の

お考えをお尋ねいたします。 

  続きまして、水田営農についてお伺いいたしま

す。 

  水田営農、こちらについても本市の基幹作物で

ある米の生産にかかわっております。こちらの稲

作経営ですけれども、大変疲弊している状況の中、

農地の保全、水資源涵養といった重要な役割も担

っていることも事実であります。水田の機能は食

料生産というだけにとどまるものではありませ

ん。低迷する米価、生産費の高どまりは、農家経

営を長く圧迫しております。後継者の確保はおろ

か、再生産も危うい、そのような現状になってお

ります。 

  しかしながら、こちらの米についても、本市の

ふるさと納税で多くの支持を集めている貴重な

作物の一つであります。 

  新品種であるつや姫や、また酒米、その他新し

い飼料用米等の活用も進められてきております

けれども、現状から、将来に向けて水田経営をど

のように維持していくか当局のお考えをお伺い

したいと思います。 
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  農家経営に関しては、一個人での経営というも

のはなかなか立ち行かない状況に現在あると思

われます。集落営農組織、また共同での作業とい

った作業は、こちらの営農には大変欠かすことの

できない現在の制度となっております。集落営農

組織、そちらの水田の作業効率の向上に向けた取

り組みはどのようになっているでしょうか。 

  ４点目としまして、新たな作物についての取り

組みについてお伺いいたします。 

  水田の中では、転作作物として大豆やソバ、そ

ういったものの栽培も行われております。さらに、

園芸作物として野菜、果樹、花卉、大きく３つの

部門が挙げられます。今回の農業振興計画では、

現在の園芸作物5.2億円から10年後には7.8億円、

約1.5倍増しの出荷額の増加を見込んで計画がな

されております。こういった作物の栽培面積の拡

大、また後継者育成についてはどのように計画な

されているでしょうか具体的にお伺いしたいと

思います。 

  新たな作物を取り入れるに当たって、米沢市の

ような中山間地の多い地帯においては、平野部と

違い、気候、風土、また気温や降水量、降雪量の

違いといったさまざまな要因が異なっておりま

す。平たん部と中山間地、それぞれに見合った新

品種の導入、そういったものが検討されなければ

具体的な出荷額の増加、生産量の増加は見込まれ

ないと思われます。その点について、計画をお聞

きいたしたいと思います。 

  第２点といたしまして、大項目の２点目であり

ますが、森林資源の利用拡大についてお伺いいた

します。 

  現在、南地区工業団地に平成29年、来年の11月

に試運転、また明けまして同平成30年の１月の営

業運転に向けてバイオマス発電施設が建設され

ております。計画どおり発電が行われれば、6,250

キロワット、米沢市の一般家庭、３万世帯余りで

ありますけれども、そちらの３分の１を賄う１万

2,000世帯分の電力の発電ができるというような

計画がなされております。 

  現在はそちらの敷地で建設が進められるととも

に、燃料となる木材の搬入が行われております。

材料の集積範囲は広範囲に及び、置賜一円、また

村山地方からも材料の搬入が行われるものと見

込まれます。 

  年間当たりの木材の使用量は約８万トンと計画

されており、大型のトラック約10トンとするなら

ば毎日20台分の木材が必要と試算されておりま

す。こちらの発電に使用される木材は、未利用材

という、ＡＢＣＤのランクのうちＣ材、Ｄ材であ

り、普通の用材としての利用ができないものを燃

料として使用することになります。これまで廃棄、

放置されてきた資源の有効活用が図られるもの

と期待されております。 

  木材価格の低迷により放置されてきた森林に手

が入ることになり、森林の再生が行われる好機で

あると考えられます。 

  これは個人所有の山林に限らず、今まで厄介者

であった伐採後の河川等の支障木の処理方法と

しても有効であるのではないかと考えられます。

伐採そのものに多くの経費がかかり、その伐採し

た木材の処理に対して大変な費用がかかってい

たために進まなかった整備に対して少しでも経

費が出るのであれば、積極的に進めていき、環境

の整備を整えることができるのではないでしょ

うか。 

  本市として、バイオマス発電に利用される木材

に対する利用促進と、それに合わせた市内の河川

等の支障木の利用について、今後のかかわりにつ

いて方向性をお尋ねしたいと思います。 

  さて、そのような放置された森林が多い環境の

中でありますけれども、現在、このような森林資

源の価値を改めて認識し後世に伝えていくため

には、後継者の育成、また子供たちにも森林の重

要性を改めて認識してもらう必要が大変あると

考えられます。この恵まれた環境と可能性をしっ

かりと後世に伝えていくことが大事ではないで
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しょうか。そのためには子供たちの教育環境の中

での森林に対する認識を深める必要があると考

えられます。 

  そういった中で、現在、学校教育の場では、市

内では学校林活動が行われている小学校があり

ます。民間所有の山林を借りて継続的に伝統的に

行われてきております。年に数回現地へ赴き、児

童たちが森林作業を共同で体験したり、森の空気

を吸いながらキノコの菌を打ったりして、森林と

触れ合っております。また、間伐材を使ったベン

チや学校で使用する看板といったものに利用し

たり、子供たちが触れ合ういい機会となっており

ます。 

  こういった取り組みを継続的に積極的に、また

今取り組んでいないような学校にも普及させる

ことは、今後、本市における森林資源を大切に守

っていく上で重要な役割を担っていくのではな

いかと考えております。 

  現在、学校教育の場で行われている森林資源体

験活動等の現状と今後の普及に対するお考えを

お聞きしたいと思います。 

  以上、壇上よりの質問とさせていただきます。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

  〔山口昇一産業部長登壇〕 

○山口昇一産業部長 ただいま壇上から御質問のあ

りました項目についてお答えをさせていただき

ます。 

  まず、１点目であります。米沢牛の出荷額をふ

やす具体策はという御質問でありました。 

  昨年10月に策定をいたしました米沢市農業振興

計画では、現状を平成26年度とし、目標年度を平

成36年度として、和牛の飼育頭数を繁殖牛で現状

の422頭から88頭増加の510頭に、肥育牛で現状の

1,601頭から852頭増加の2,453頭とする目標を掲

げております。米沢生まれ米沢育ちの米沢牛生産

拡大に取り組み、増頭をしていくためには生産基

盤の強化が必要であり、畜舎などの施設整備や機

械、家畜の導入に対し国や県、市の補助事業を活

用して支援を行ってきており、今後ともこれを継

続してまいります。 

  平成27年度、28年度には畜産事業者が肥育牛の

畜舎２棟を県の補助事業を活用して建設をして

おり、これによって約130頭の増頭が見込まれて

おります。来年度以降も複数の生産者から畜舎増

築の要望をいただいているところであり、今後、

農業振興計画で掲げている目標どおり肥育牛を

増頭しても、現在の市営と畜場の対応になります

が、こちらのほうのキャパシティーとしてはまだ

十分にその対応は可能であるというふうにお聞

きをしております。 

  なお、米沢牛の肥育頭数をふやすためには繁殖

牛の増頭が不可欠でありますので、具体的な施策

について今後とも検討していきたいというふう

に考えております。 

  また、生産者の高齢化や後継者不足により農家

戸数が減少傾向にありますので、法人化や施設の

団地化により、持続可能な生産体制の整備や新規

参入者の受け入れができないかなど、ＪＡ等の関

係者と今後とも検討をしていきたいというふう

に考えております。 

  次に、水田営農の現状と将来像についての御質

問にお答えをさせていただきます。 

  本市の主に転作における水田フル活用が求めら

れております。こうした受け皿としての作業受託

組織は20組織あり、大豆とソバの複合体が８組織、

ソバのみが１組織、飼料作物が11組織であり、そ

れぞれの作物について農業者から作業を請け負

っている状況となっております。 

  本市では、主食用米の生産調整に対応した土地

利用型の重点振興作物として大豆、飼料作物、ソ

バを位置づけており、主要作業を担う受託組織・

法人等の育成を図りながら、コスト削減による所

得の確保と農家の管理作業の省力化に取り組ん

できております。 

  平成30年産米から主食用米の生産数量目標の配

分が廃止をされる予定でありますが、引き続き主
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食用米の需給調整は必要であり、同様に大豆、飼

料作物、ソバについても重点振興作物としての取

り扱いは変わらないものというふうに考えてお

ります。このため、今後も作業受託組織は本市の

水田営農にとって重要で不可欠なものというふ

うに考えておりますので、その推進、支援につい

て、今後とも引き続き継続してまいりたいという

ふうに考えております。 

  次に、新たな農業生産品の取り組みはという御

質問でありました。 

  本市の園芸作物については、地域の特性を生か

した少量多品目の作付となっているのが現状で

あります。今後は転作田を有効利用した土地利用

型の園芸作物の栽培を推進してまいりたいとい

うふうに考えており、その中でも中山間地域にお

いては、花のリンドウについて冷涼な環境での栽

培に適することから、これを中心とした新たな振

興作物として産地化を推進していくため、現在、

簗沢地区や万世地区等で実証栽培を行っている

ところであります。リンドウの出荷については、

定植後２年以上出荷までかかりますので、県の農

業技術普及課より技術指導をいただきながら、栽

培技術の確立を図ってまいります。 

  平場につきましては、産地交付金制度の中で重

点６品目としてアスパラガス、枝豆、キュウリ、

それから冬期におけるキャベツ、ネギ、白菜等を

指定し、これを振興してまいりたいというふうに

考えております。 

  次に、森林関係でございます。 

  １点目、木質バイオマス発電とのかかわりにつ

いてお答えをさせていただきます。 

  御質問にもありましたが、南工業団地内に建設

をされております木質バイオマス発電所につい

ては、現在、本格的に工事が始まっており、平成

30年の１月に営業開始の予定となっております。

工事とあわせて、燃料となる木材も１年目の目標

である２万トンの３割程度、約6,500トンが現在

集まっているとお聞きをしております。 

  今まで搬出されなかった未利用材が木質バイオ

マス発電の燃料として利用されることによって、

少しでも森林所有者の収入がふえ、林業関係団体

の雇用や収入の増にもつながり林業の再生が期

待されることから、本市としても、燃料の供給体

制の整備として、市内の森林資源から搬入した場

合の助成措置などを今後検討していくほか、林業

用機械導入の際、国の補助事業活用の支援等につ

いて協力をしていきたいというふうに考えてお

ります。 

  また、木質バイオマス燃料となる木材の供給と

あわせ、建築用材等の利用拡大など、需要をつく

っていくことにより、山林を伐採する場合できる

だけ高く売れる仕組みづくりが必要なことから、

建築用材であるＡ材については、公共建築物や一

般住宅への木材利用を促進をし、集成材などのＢ

材についても、新庄市に大型の集成材工場が建設

されていることから、合板材とあわせてその供

給・流通体制の整備が求められてきております。 

  このような対策は広域的に行う必要があること

から、県では豊かな森林資源を有効活用していく

「やまがた森ノミクス」を宣言し、林業の振興を

図りながら、雇用を創出し、地域の活性化につな

げる取り組みを進めており、置賜総合支庁でも置

賜地域林業振興プロジェクト会議を立ち上げ、県、

市、森林組合のほか、関係機関、団体が一体とな

ってその展開方法を明らかにしながら、魅力ある

林業・木材産業を目指し取り組むことといたして

おります。 

  続きまして、学校教育等での森林体験学習の機

会を取り入れることについて、農林課で取り組ん

でいる事業についてお答えをさせていただきま

す。 

  みどり環境税を活用した交付金事業において、

全ての小学校に要望調査を行っております。そし

て、要望のあった小学校の学年行事や地域活動、

学童保育所や地区コミュニティセンター等にお

いて、平成22年度から取り組みをさせていただい
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ております。平成27年度の実績として27団体36回、

年間延べ2,000人を超える活動として、森林散策

を通しての森林学習や木工クラフト等、森林体験

交流センター等を利用して開催をしているとこ

ろであります。 

  なお、学校林の活用については、４つの小中学

校で学校林が設置されておりますが、現在のとこ

ろ三沢東部小学校だけの活動になっているよう

であります。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 杉浦建設部長。 

  〔杉浦隆治建設部長登壇〕 

○杉浦隆治建設部長 私からは、２項目めの森林資

源活用の可能性についてのうち、木質バイオマス

発電に河川などの支障木の有効活用はできない

かについてお答えいたします。 

  本市内を流れる河川において、支障木が発生す

るような断面を有した河川については国及び県

の管理となっております。 

  大雨時の阻害要因である河川敷内の支障木伐採

については、行政の予算だけではなかなか進まな

い状況を踏まえまして、河川内支障木の利用を希

望する企業、団体及び個人に対し伐採希望者を募

集する取り組みを行われており、伐採した樹木は、

まきや農作業などの個人消費のほか、木材加工や

販売にも使用が可能となっております。 

  このように国や県河川において支障木を申込者

が伐採し有効活用できる制度もございますので、

事業者の方など木質バイオマス発電用の燃料チ

ップ材への利用を考えていれば、市としても国や

県の河川管理者との調整を含め、関係者に対し情

報の提供などを行ってまいりたいと考えており

ます。 

  また、河川管理者自体が伐採した支障木の利用

については、受け入れ条件、伐採木の種類や太さ、

量、乾燥状態あるいは費用の面など考えられるか

と思いますけれども、今後さまざまな協議を踏ま

えての上になってくるものと思っております。う

まくマッチングすれば有効利用が考えられるこ

とや互いのメリットにもつながると思いますの

で、こちらのほうも調整のほうに協力してまいり

たいと思っているところでございます。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、学校林を活用した

森林体験や環境学習について申し上げます。 

  森林体験学習の事例として、先ほどありました

ように、三沢東部小学校の取り組みが挙げられま

す。三沢東部小学校では、地域のよさを知り、地

域を愛する子供の育成を目指し、生活科や総合的

な学習における地域学習を積極的に行っており

ます。山形県みどり推進機構による緑化推進事業

の支援を受け、地域学習の中に学校林活動を位置

づけて、全校で森林の働きや地球環境保護への理

解を深める学習を行っております。 

  市内各校におきましてもさまざまな機会に森林

の働きや大切さについて学ぶ機会がございます。 

  小学５年生の社会科では、「わたしたちの生活

と森林」という単元の中で、森林の働きの重要性

や森林のさまざまな利用の仕方などを学んでい

ます。中学校社会科の地理においては、林業の様

子や人工林の課題などについて学習しています。 

  また、主に小学校５年生を中心に行っている宿

泊体験学習では、日常とは異なる大自然の中でフ

ィールドアスレチックや追跡ハイキング、野外炊

飯、キャンプファイヤーなどの自然体験活動を行

っています。仲間とのきずなを深めながら、自然

の大切さを学ぶ貴重な機会となっています。 

  このように、各学校ではその地域性や環境等を

生かした教育課程を工夫しております。今後も森

林の役割や自然の大切さに触れる学習を大切に

してまいります。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 御答弁ありがとうござ
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いました。まず、こちら自席からの質問といたし

まして、１点目の畜産の振興についてお伺いいた

したいと思います。 

  先ほど産業部長から御答弁ありましたとおり、

こちら市内においては現在２棟の畜舎が増設さ

れて、約130頭余りの出荷頭数のほうの増加が見

込まれており、また今後ともそのような申請をな

さるような肥育農家のほうがいらっしゃるとい

うことで、ある程度初期段階としては進んでいる

のではないかというふうに今感じられたところ

でありますけれども、現在の法人数に対しては、

生産は６法人となっておりますが、将来的には法

人数も２つ増加というふうに計画ではなってお

るようです。 

  規模拡大というような形でこの目標額の達成と

いうものも見込まれるかと思いますけれども、ま

た新規参入で肉牛のほうに取り組まれる、そうい

ったところも出てくるのではないでしょうか。こ

ちらについては、どちらも並行して進まれるのか、

やはり規模拡大、件数としては余り取り組まれる

件数はふやさないけれども、規模の拡大を重視し

て行われているのか。どちらのほうが重点という

ふうにお考えでしょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 まず、規模拡大でありますが、

来年度のニーズ調査もさせていただいておりま

して、２つの事業主体のほうから合わせまして

140頭程度の規模拡大を御希望されているという

ふうな状況にございます。 

  規模拡大型だけでは当然ながら前に進んでまい

りませんので、先ほど壇上のほうからもお話をさ

せていただきましたが、やはり新規就農者を受け

入れるためのシステムづくりといいますか、やは

りスキームを持たないといけないんだろうとい

うふうに思っております。 

  やはり畜産関係については、最大のネックなり

課題になっておりますのが、まず初期投資が非常

に課題だという問題。それから畜産の技術、この

習得のためには相当の期間を要するという部分。

それから、実は例えば繁殖牛であったとしても、

素牛を購入してから妊娠期間があって、今度子牛

を育てている期間まで含めますと25月、約２年ぐ

らいは収入のない中でコストだけが発生すると

いう問題がございます。肥育の場合もまた同様で

ありまして、子牛を購入してから、米沢牛の銘柄

の規定に従えば、そこからまた20何月間か飼育を

しなければいけませんので、また収入のない期間

が相当程度長くなるというふうなことを鑑みま

すと、やはりまず法人化を進めることによって、

研修も含めた一つの受け皿として法人化が求め

られていくだろうというふうに思っております

ので、そちらのほうの働きかけについて、何らか

の支援策も講じながら今後検討していかなけれ

ばいけないというふうに思っております。 

  そういった両面からの総合的な支援を含めて考

えていかないと、なかなか増頭というのは難しい

状況になってくるのかなというふうに考えてお

ります。ただ、事業者のほうからの希望を受けま

して、まずはやれるところから、規模拡大の部分

から支援をさせていただくような格好になって

おります。 

○海老名 悟議長 鈴木議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 今お伺いしましたよう

に、やはり個人での参入、また法人としましても、

最初導入から実際的な売り上げが上る、お金が入

ってくるまでの期間が約２年以上かかるという

ような中で、初期投資もかなり費用のほうの負担

も大きい。そういった中で、かなりなかなかそち

らについては難しいのではないかというふうに

私も考えます。 

  この点で言いますと、平成26年までになります

けれども、それまでの過去５年の中で、やはり畜

産にかかわる肥育であり、あと子牛を繁殖のほう

の農家さんのほうの数もそれぞれ25軒から20軒、

24軒から16軒と軒数のほうは減少しているとい

うような傾向がそれを裏づけているのではない
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かというふうに私も考えております。 

  こういった形でしっかりと生産頭数を上げてい

き、であれば、現在行われているふるさと納税で

も、これからお歳暮の季節を迎えます。そういっ

た中で、大変ニーズはあるけれどもやはり出荷の

ほうの頭数が間に合わない、せっかく納税をして

米沢牛を食べてみたい、そういった方があっても、

そういったチャンスがなかなかないというよう

なところで、米沢市としても税収を上げられると

ころが、そういったところで取りこぼしといいま

すか、そういったところが実際ある現状をこれか

らも緩和できるのではないかというふうに私も

考えるわけですけれども、今回、そのような形で

ふるさと納税では米沢牛の人気が非常に高い数

字となっております。この中で、納税に対する米

沢牛の貢献度も非常にあるものと考えられます

けれども、現在行われているふるさと納税に関し

ましては、利用目的というものはやはりインター

ネット上で納税する方がある程度の部門に分け

て選べる、そういった形にもなっております。 

  しかしながら、本市としまして、このふるさと

納税で貢献のあった品目、産業、そういったとこ

ろにおいて、独自にふるさと納税の中から支援策

をしていく、そういったこともあわせて必要では

ないかというふうに考えますけれども、その点に

ついてはどのようにお考えでしょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 ふるさと納税、この制度自体

のことになるわけでありますが、議員御指摘のよ

うに、米沢のふるさと納税、今好調でありますが、

返礼品としての米沢牛が大きく牽引していると

いうのは実態であります。 

  ただ、どういう施策に使っていくかについては、

総合計画の施策の柱立てといいますか、大綱に沿

った項目になっておりまして、いわゆる米沢牛の

振興のためにという具体的な選び方ができない

という部分と、それから財政健全化の中でありま

して、ふるさと納税の収入がいっぱい入ったから

御希望の施策をさらに拡大させていくんだ、新規

事業を生んでいくんだというふうな特定財源に

は必ずしもなっていないというのが実態でござ

います。 

  ただ、市営と畜場も経営しているわけでござい

ますが、近年、やはり施設の老朽化等によって設

備等々の大規模なメンテナンスや更新も迫られ

てきております。そういう中にあって米沢牛の返

礼品が非常に好調だという部分も、財政当局のほ

うでは一定の配慮をしていただいているのでは

ないかなというふうに私は理解をしております

が、ただその使い道について、私も思うのですが、

やはりもう少しわかりやすい使い道を明示しな

がら、例えば我々産業部の所管でいいますと、例

えばブランディング化を進めるために使いたい

んだとか、あるいは道の駅を起点にした産業振興

をやっていきたいんだとか、あるいはインバウン

ドを進めたいんだというような具体的な明示の

仕方があって、ある意味では対外的に米沢市のま

ちづくりの施策をＰＲする場としてもあるのか

なというふうな思いがあるとするならば、そうい

う方法も今後検討していく必要があろうかなと

いうふうに思っています。ただ、所管する企画調

整部のほうと今後検討させていただきたいとい

うふうに思います。 

○海老名 悟議長 鈴木議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 今おっしゃられた中で

は、なかなかそういうふうにふるさと納税で人気

のある品目、そういったような品物に対する直接

的なことは難しいということがあるというよう

な御答弁だと認識していますけれども、しかしな

がら、やはり生産されている方について、本市の

やはり財政的なところに寄与しようという思い、

またそれだけ全国的に認知度が高くて、言ってみ

ればふるさと納税のほうで取り上げていただく

ということも大変ありがたいことではあるでし

ょうけれども、そういった中で、ニーズがあった

部分に関しましてはある程度無理をしてでも返
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礼品として出していただいているという現状も

あるのではないかというふうに私は考えます。こ

れはお米ですとかお酒ですとか、そういったもの

に関してもあると思います。 

  そういった形で継続的にやはり安定的にふるさ

と納税に貢献できるような品目を提供していた

だく、出していただくということに関しましては、

そういったところに当然当局としても配慮、そう

いった気持ちというものをあらわしていただき

たいというふうに私は強く思う次第であります。 

  また、ふるさと納税のほうで行われていますイ

ンターネットのサイトにおきましても、米沢牛と

は出ておりますけれども、各いろいろなお肉屋さ

ん等に提供のほうを依頼されていると思うんで

すけれども、そういった中で品目がどこどこの畜

産農家に協力いただいている、ですからどこどこ

のお肉屋さんというようなことで、もしそういっ

たところもふるさと納税の紹介のページ、いろい

ろ制限とかもしかしたらあるのかもしれません

けれども、あわせて出していただいたら、その米

沢牛という銘柄だけでなく、地場で頑張っておら

れる事業者のほうのＰＲにもまたつながるので

はないかというふうに考えますので、あわせてそ

ちらもお願いしたいと思います。 

  続いて、水田営農についてですけれども、現在

大変な耕作放棄地ですとかそういった問題があ

り、水田営農組織、そういったものの活躍で、そ

ういったところも転作田として維持されている

というようなことであります。 

  現在、大豆やソバといった大型機械を導入して

の作業といったものが行われ、営農組織のほうが

作業を受託されているわけであります。しかしな

がら、先ほどちょっと取り上げましたけれども、

園芸作物のほうで野菜なり、また果樹、花卉とい

った水田以外のものでも計画では増産をされて

いる、出荷額を上げていくというような計画でお

られるようであります。特に、拝見しますと、果

樹のほうではサクランボの栽培面積を25ヘクタ

ールから10ヘクタールふやして10年後には35ヘ

クタールのサクランボの作付というものも計画

されているということであります。 

  今、畜産もそうですが、なかなか農業という業

界、新規で参入して事業をするということは難し

い状況にあるかと思います。そういった中で、そ

ういった集落営農組織、また地域を担っているよ

うな営農組織のほうで大豆、またソバといった転

作作業受託以外にも、そういったところにも目を

向けて組織化というものも当然必要ではないか

というふうに考えるわけですけれども、今後の展

開、現状どのようにお考えでおられるでしょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 担い手の確保と営農組織の部

分でありますが、現状の説明を少しさせていただ

きますと、現在、市内には農業法人が26組織ござ

います。そのほかに任意団体が５組織、合わせて

31の組織があります。これには先ほど壇上から述

べました作業受託組織も含んでございます。法人

等の営農組織については、担い手の減少や高齢化

による耕作放棄地の増加が今後とも予想される

中において、リタイアされた農業者の農用地の受

け手として、また雇用就農による新規就農者をふ

やすためにも重要な役割を担っていただいてい

るものというふうに認識をしております。今後と

も育成支援に継続的に取り組んでいきたいとい

うふうに考えております。 

  また、付加価値のある大豆やソバについての取

り組みでありますが、これについてはこれまで以

上に、実際に大豆等をお使いになる加工業者さん

等が望まれる品質を確保するために、基本となる

生産技術、排水対策等も含めてでありますが、こ

れを励行して推進しながら生産者の所得向上に

努めていきたいというふうに考えております。 

  今現在ではこうした戦略作物の取り組みについ

て活躍をしていただいておりますが、こうした農

業法人、それから営農組織、ますます数をふやし

ていきながら、先ほど言われましたような果樹も
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含めた園芸全般について振興するように推進を

図っていきたいというふうに考えております。 

○海老名 悟議長 鈴木議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ありがとうございます。 

  今回の農業振興計画ですけれども、10年後とい

うところが最終的な目標達成年度として挙げら

れております。特に農業業界ですけれども、今現

在、大変な高齢化が進んでおります。今担い手と

して活躍されているというような方でも、おおむ

ねやはり平均年齢をとれば50歳代後半というと

ころにももしかしたらなるのではないかという

ふうに危惧されるわけです。そういった方々がま

た10年後には今から10歳年齢を重ねているわけ

です。そういった中で、なかなかそういったとこ

ろで若い方のようになかなか動けないというこ

とも現状出てくるかと思います。 

  さらなる高齢化も進んでいく中で、高い収益性

の見込まれるような作物の導入というものもあ

わせて考えられるのではないかというふうに私

も考えるわけでありますが、その中で、先ほどお

話ありました、高い付加価値をつけるに当たって、

現在転作で行われている大豆やソバが主に作付

されているという現状であります。 

  先日、議会報告会のほうで各地区回らせていた

だきまして、ある程度ソバの作付が盛んな地区か

ら出たお話で、そういったような受託組織で結構

な面積を転作としてソバを栽培されている。しか

しながら、なかなか市内の飲食店、特におそば屋

さんですけれども、そちらのところで米沢産そば

粉100％という形で使われているところはなかな

かない。せっかく地元においしいものがある、ま

た転作作物として非常に観光客にも人気のある

ものがつくられているのに、なかなかそれを米沢

にいらした方、地元の方もそうですが、召し上が

っていただく機会が直接的にはなかなかないの

が現状であるというようなお話を伺いました。 

  実際、これ市内のおそば屋さんでも、これはそ

ば粉の値段等々もあるとは思うんですけれども、

そういったことにおいてより高い付加価値であ

るならばやはり地元で消費される、観光の方に召

し上がっていただく、そういったことが当然必要

になってくると思われます。そういった中で、地

元産のそば粉、そういったものを100％使ったよ

うなものを促進していく。これについては、例え

ば地元のおそば屋さんのほうにそば粉を納めた

事業者、生産組織のほうでキロ当たり幾らという

ような形で補助なさるとか、ソバで地元産のもの

を使っているところにはある程度そういった補

助をする、そういったこともいろいろ考えていか

れるのではないかというふうに考えます。 

  また、来年オープンを予定しております道の駅

でも、そういった地元産のものを非常に使う絶好

の施設ではないかというふうに考えます。そうい

ったことで、地元産のものを極力使っていく、前

面に打ち出していく、そういったこともあわせて

必要であると考えます。そういったところでのお

考えはどうでしょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 ソバについてでありますが、

農業振興計画の中では、平成26年度157ヘクター

ルでありますが、10年後には184ヘクタール、27

ヘクタールの増の目標を掲げております。今の受

託団体の中で大規模に効率的な経営をしていた

だいておりますが、その中からも新商品の開発な

どが散見されるような格好になってきておりま

す。 

  さらには、地産地消の観点からというふうな御

質問でありました。今後、販路確保の部分で、地

産地消をベースに置いた出口戦略を関係者の間

といろいろ調整を図っていきたいと考えており

ますが、具体的には、今議員からもありましたよ

うに道の駅での提供、それからおそば屋さん、あ

るいは温泉旅館での提供、こういった部分につい

て、地元産のソバを使う場合の何らかのインセン

ティブの付与について今後具体的に検討をして

いく時期に来ているなというふうに感じており
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ます。 

○海老名 悟議長 鈴木議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 今部長おっしゃられま

したように、ソバの作付に関しても30ヘクタール

ふやすというような計画が上がっている。これ事

実でありますけれども、そうしますと、今までソ

バが作付されていなかったところに対して作付

されるということであろうと思うんですけれど

も、そういったことは、裏を返せば、水田なりそ

ういったものだったところが、水田がなかなか立

ち行かなくなる中で、またさらにソバの作付をさ

れる。そういったこととも捉えられるんでないか

なというふうにちょっと考えております。 

  現在、大豆やソバといったそういった転作作物

については、減反政策の中で作付をすればそれで

ある程度補助金がいただける。なので、ある程度

手のかからないもので何とか栽培しているとい

うふうな現状も少なからずあるのではないかと

いうふうに考えられます。しかしながら、せっか

くつくられたものが高い付加価値を持って市場

に流通できるそういった形での取り組み、そうい

ったことに重点を置いた取り組みが今後なされ

るということに期待して、この農業振興計画につ

いての質問を一区切りさせていただきたいと思

います。 

  続きまして、森林の整備についてお伺いいたし

ます。 

  先ほどありましたバイオマスの発電に関してで

ありますけれども、現在、ある程度材料となる木

材のほうが搬入されているというような状態に

あります。私も現地のほうを拝見しましたけれど

も、かなりの数の数量が搬入され、丸太ですけれ

どもありまして、現在、建物のほうも基礎の部分

の工事が進められているというところでありま

す。 

  今後、そういった形で管内の木材のほうがある

程度伐採のほうが進み、また未利用材となってい

るところも搬入されてある程度環境の整備が図

られていくのは大変望ましいことではないかな

というふうに考えるわけですけれども、その中で、

もともと森林の伐採で出た根っこの部分ですと

か曲がっている部分が搬入されるのは当然とし

ましても、今回、河川の支障木、また河川以外で

も道路等にかかっている私有地、そういったとこ

ろの整理等もあわせて進めていくような必要が

あるのではないのかと、またちょうどいい機会で

はないのかというふうに考えます。 

  その点について、実際道路に対する支障木、ま

た河川に対する支障木については現在どのよう

な形で取り組まれて、またその処理については現

状どのようになっているか。また、バイオマスの

発電について、発電所の用材としてそちらのほう

を搬入するというような具体的に計画は実行で

きるものなのかお聞きしたいと思います。 

○海老名 悟議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 御質問のほう、市道を例にと

って御説明申し上げますと、道路のほうにはみ出

している木につきましては、公有地、米沢市所有

地ならば市道管理者の土木課のほうで枝払いや

危険な場合には伐採等も行っているところでご

ざいます。また、個人の敷地、民有地から出てい

る枝等については、基本的に所有者対応が基本で

すので、お願いし対応していただいているところ

があります。しかしながら、緊急な場合とか所有

者が不明な場合などは、部分的なところは市職員

で作業を実施しているのが実態というようなと

ころになっています。 

  その発生した材料、再資源化施設等に搬入して

いるわけですけれども、はみ出している木につい

ては量的には少ないとは思います。しかしながら、

受け入れ体制、先ほど御説明申し上げましたけれ

ども、太さや価格などいろいろあるかと思います。

そういった状況をお聞きしながら対応のほうを

考えてまいりたいというふうに思っております。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 バイオマス発電での利用はと
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いうふうな趣旨の御質問もありましたので、若干

つけ加えさせていただきますが、事業者向けにグ

リーン・サーマル株式会社のほうで事務局をつく

って、燃料協力会をつくってございます。森林組

合あるいは木材産業協同組合、こういった法人等

からの受け入れを主としておりますので、なかな

か個人からの受け入れは今のところ窓が開いて

いないというふうな状況になっております。そう

いう流れの中で、例えば支障木について、森林組

合さんのほうに委託をして伐採をしていただく

などの措置をとらないとちょっと活用の道がな

いというのが今の現状でありますので、御理解い

ただきたいと思います。 

○海老名 悟議長 鈴木議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ただいま建設部長のほ

うからお話ありました支障木についてですけれ

ども、公有地であればある程度枝を払うとかそう

いった形で対応されているということでありま

すが、民有地については、なかなか所有者の特定、

また了解を得ないといけないですとかそういっ

たこともあり、なかなか一筋縄ではいかない、そ

う簡単にはいかないというような現状であろう

かと思います。 

  やはり冬場の除雪が近くなりますと、ある程度

市道の除雪、県道、国道も含めてですけれども、

事業をされています土木会社さんのほうではあ

る程度ルートの見回り等をして、そういった支障

となる部分はある程度伐採なんかは行われてい

るような現状が見受けられますけれども、冬場、

特に冬期間ですけれども、支障木については、見

通しが悪いというような直接的なこともありま

すが、やはり道路の南側のほうのところにある程

度鬱蒼としたような樹木が生い茂ってなかなか

日が当たらない。春先ですけれども、周りのとこ

ろが解けているけれども、そこだけ常に凍結して

いる。そういったような大変危険な状況にもある

ような箇所も見受けられます。また、通学路等で

児童・生徒が学校に通る際に歩道の上にやはりし

なだれかかっているというようなものもかなり

見受けられると思います。そういったところにつ

いては、特に重要点として、やはり見回り等をさ

らに強化していくような必要もあるかと考えま

す。さらなる見回りのほうをお願いしたいと思い

ます。 

  バイオマス発電についての搬入についてですけ

れども、そういったことで、現在バイオマス発電

のところで燃料として搬入されている木材につ

いては、ある程度個人での持ち込みというものが

できないというふうに私も伺っております。ある

程度森林、林業関係の事業者のところで当該発電

所の事業者と契約をなさっているところだけが

搬入できるというような現状があろうかと思い

ます。 

  しかしながら、ある程度の数量がないと搬入す

るにも費用が発生してなかなかプラスのほうに

はならないのも現状なのかなと考えます。である

ならば、ある程度そういった支障木をそちらのほ

うに搬入する以前のストックヤードとして、また

その発電施設とは別にそういったところにあっ

て、ある程度集積し、またある程度の数量になれ

ばまた搬入する。そういったことも考えられるの

ではないかと思います。そういったところである

ならば、ある程度町内ですとか、子供会、そうい

ったところで公園ですとか、町内の気になる支障

木等もあったものの、処理、そういったものも進

むのではないかというふうに考えられます。そう

いったところの計画というものはできるものな

のかお尋ねしたいと思います。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 御指摘の貯木場といいますか、

ストックヤードに１回ためてからというふうな

御提案でありますが、確かにそういう手法もある

かなというふうに思います。ただ、今現状では見

通しというのはなかなか私どものほうでも把握

をしてございませんので、会津地域にも同系列の

バイオマス発電がございますので、会津地域のや
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り方、こういったものを少し勉強させていただい

て、行政でどういう関与ができるのか研究させて

いただきたいというふうに思います。 

○海老名 悟議長 鈴木議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ぜひ先行事例として、

同じ事業所のほうで会津のほうでも現在稼働し

ているバイオマス発電所のほうを営業しており

ますので、先行事例として見ていただいて検討い

ただきたいと思います。 

  今後、そのような形で森林のほうの伐採なり進

んでいくというのであれば、次に植林をする必要

が当然出てくると思います。切られたままそのま

ま放置されているということでありますれば、先

ごろのような台風、そういったところでの降雨、

そういった水がそのまま河川に流れて大変な被

害を及ぼすことにもなると思います。今後、そう

いったところの植林というものも当然あわせて

進めていくべきではないかというふうに考えら

れるわけですが、戦後すぐに杉の木ばかりが周り

に植えられて、なかなか今では逆に厄介者になっ

てしまったというようなことがあります。そうい

ったことで、もしそういった中で、この置賜地域

のほうで今後植林、また伐採された後の森林の活

用としてはどのような方向が考えられるか、もし

当局のほうでお考えをお持ちであればお聞かせ

いただきたいと思いますが、何かありますでしょ

うか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 人工造林の植栽樹種について

でありますが、杉のほかにアカマツ、カラマツ、

キハダ、ブナ、トチ、コシアブラ等を市の森林整

備計画の中で推奨しておりますので、こういった

ものも含めて取り組んでいきたいと考えており

ますが、いかんせん、今、木材価格が相当下落し

ておりまして、再造林する場合の国の支援、それ

から県のみどり環境税を使った支援、それから市

町村が単独で上乗せをしながら、１割ぐらいの個

人負担というか地主負担になってしまったとし

てもなかなか進んでいかないというのが今現状

でございます。抜本的な再造林をするための支援

が必要になっているというふうな認識のもとで、

先ほど壇上からもお答えをしましたが、置賜地域

林業振興プロジェクト会議の中でもこの話題を

出して研究を進めておりますので、今後これを検

討していきたいというふうに思います。 

○海老名 悟議長 鈴木議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） そのような中で、なか

なか経営的には成り立たない現状では取り組み

づらいという形があるかと思います。しかしなが

ら、そういう形で森と触れ合う機会、またこれか

ら将来に残していく森林を整備していくという

ことは避けて通ってはいけないことだというふ

うに思っております。ぜひそういった形で、例え

ば体験型にしていろいろと植林を体験するよう

なイベントをするですとか、そういったことも含

めてさらに取り組まれてはいかがかというふう

に思います。 

  最後に、学校林の活動についてお聞きいたしま

す。 

  子供たちのやはり森林に対する意識を高めるた

めには、こういった活動はさらに充実して進めて

いっていただきたいというふうに考えておりま

す。 

  先ほどの御答弁では、市内では学校林を有して

いるような学校というものが三沢東部小学校以

外にも数校あるというふうなお話でしたけれど

も、現在、そちらの学校さんのほうではそちらの

ほうの森林についてはどのような形で把握なさ

っていたり、利活用というのは現在なされている

ものなのかお聞きしたいと思います。 

○海老名 悟議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 今ありました学校林につ

いてですけれども、４校ありまして、小学校が２

校、中学校が２校であります。小学校のうち１校

は三沢東部小学校で、先ほど答弁にもありました

とおりすばらしい教育活動が行われております。
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もう１校については、例年ＰＴＡ、ホタルの方が

下草刈りをして整備をしていたのだというお話

でしたけれども、今年度につきましては、熊やス

ズメバチの危険ということもありまして中止し

たということでございます。中学校については、

もう10年、20年前から使われていないということ

で聞いております。実際図面等を見せていただき

ましたけれども、まず一つは学校から遠いという

ことと、維持管理という難しさがありまして、す

ぐに教育の場として使うのには難しいというこ

とで、最近しばらく使っていないというような状

況でございます。 

○海老名 悟議長 鈴木議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） なかなかやはり学校林

というのを持っても、継続して取り組まないと、

その学校でやはりそういったすばらしいような

資産をお持ちでも気づいていないというのが現

状であるのかなというふうに今お伺いしました。 

  なるべくであれば、そういったものもせっかく

あるのだから活用していただく、また学校全体と

しての取り組みが難しいということであれば、あ

る程度所有または所属というものもこれからま

た御一考されて、もっと広く子供たち、また市民

の憩いの場というような形で整備をなさってい

ったらいかがなのかなというふうに思います。 

  この点要望して、全体的に私の質問は終わらせ

ていただきます。ありがとうございました。 

○海老名 悟議長 以上で10番鈴木藤英議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

  再開を午後２時12分といたします。 

 

午後 ２時０２分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１１分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  次に進みます。 

  一つ、持続可能な資源循環型社会の形成につい

て、18番齋藤千惠子議員。 

  〔１８番齋藤千惠子議員登壇〕（拍手） 

○１８番（齋藤千惠子議員） 皆様、こんにちは。

一新会の齋藤千惠子です。 

  早速質問に入ります。今回は持続可能な資源循

環型社会の形成について、２点質問いたします。 

  まず初めに、廃食用油の新エネルギーとしての

活用について質問いたします。 

  これは平成23年12月議会において取り上げた質

問です。あの当時から５年たった現在、家庭や事

業所から捨てられる食用油を回収して車の燃料

にするＢＤＦ化が進み、高品質な廃食用油燃料が

生み出されたのです。限られた資源、化石燃料の

消費を減らし、次世代に残し、ごみを減らし環境

を守ることが現代を生きる私たちに課せられて

いるのです。この観点からもう一度質問させてい

ただきます。 

  ここで一つ、10年に及ぶ執念が世界一と言われ

る高品質の廃油燃料を生み出した熊本の「自然と

未来」という会社を紹介いたします。廃食用油由

来ＢＤＦ活用プロジェクトとして、法規制の強化

にも応じられる独自の精製ラインを進化させ、基

準の96.5％を99.8％と驚異的な数字を出し、ＪＩ

Ｓが定めるバイオディーゼル燃料の要求品質26

項目を見事にクリアした会社です。この取り組み

は国益になると環境省からも表彰を受けている

くらいです。 

  不純物を確実に取り除くために、製造ラインの

最後に減圧蒸留装置を設置。減圧して沸点を下げ

ることにより、不純物を気化せず分別できる。６

時間近くかけてデータをとりながらゆっくり蒸

留していく。廃油を処理して正確に物質を分別す

ることでリサイクルの可能性は広がる。減圧蒸留

装置から出てくるどす黒い液体は、Ａ重油代替燃

料として販売している。廃油から取り出すてんか
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すはドラム缶で回収して肥料にする。副産物のグ

リセリンは、今後、液体洗剤に加工して販売する

計画。界面活性剤が入っていないことから、その

まま下水に流しても環境負荷が少ない。こうした

取り組みにより、持続可能な再生可能エネルギー

製造の環境先進事業としての可能性を示唆して

いるのです。 

  ＢＤＦは、二酸化炭素や硫黄酸化物の排出がな

く、黒鉛の排出量も従来のディーゼルエンジンよ

り66％削減できる環境に優しい燃料なのです。現

在、ＢＤＦ製造装置の減価償却が終わり、ＢＤＦ

の製造原価は１リットル当たり60円から70円だ

そうです。しかし、軽油より安いから使用すると

いうことではなく、環境にいいから使用するとい

う視点は変わらないそうです。 

  東日本大震災後、化石燃料だけに頼らない再生

可能エネルギーをベースにした社会への転換、震

災時の市民の電力供給不足に対する懸念など、再

生可能エネルギーは時代の要請だと思います。他

人から与えられたエネルギーだけに頼る社会か

ら、地域が自立的にエネルギーを生み出し、地域

を創造していく社会を目指し、持続可能な循環型

社会の構築を本気になって考えていかなければ

いけない時期に来ていると思います。 

  こうした中、先ごろの熊本地震の際、倒壊寸前

となった宇土市役所本庁舎の解体現場で、市民か

ら集めた廃食油がバイオディーゼル燃料ＢＤＦ

として精製され、重油に使用されています。宇土

市民の手で市役所を復興させようと、「わくわく

油田プロジェクト」として、市民の廃食油が復興

に一役買ったというニュースを聞きました。日本

が本気で持続可能な社会を目指している好事例

だと思うのです。 

  熊本のみならず、全国各地で、家庭、事業所か

ら排出される食用油を貴重な資源として市民に

理解を求め、周知徹底し、ＢＤＦ製造への取り組

みを始めた自治体が数多く出てきました。使用済

みの食用油はごみではなく資源であり、家庭では

小さな消費量であっても、市全体で見た場合、そ

れは大きな油田となるのです。 

  本市の可燃ごみ搬入量は、平成27年度千代田ク

リーンセンター業務概要によれば２万3,151トン、

焼却施設では焼却熱を利用した発電を行い、施設

の運転電力を補い、余剰電力は売電しているとい

うことでしたが、現状をお伺いします。 

  電力エネルギーとして再利用しているので、改

めてこれを分別回収し、バイオディーゼル燃料と

して活用することは現時点では考えていないと

の当時の答弁でしたが、このように再生可能エネ

ルギーへの関心も高まっている中、廃食用油の新

エネルギーとしての活用を改めて検討していた

だきたいと再度お願いしたいと思いますが、いか

がでしょうか。 

  循環型社会を目指して今私たちにできることの

一つに、食品ロス削減があります。 

  現在、世界では、発展途上国などで食料不足・

飢餓が深刻な問題となっています。ＦＡＯによる

と、世界の栄養不足の人は減少傾向ではあるもの

の、依然として約８億人、そのうちアジアが６割

を占めております。これは、世界人口の９人に１

人の割合で栄養不足に陥っており、発展途上国で

は５歳になる前に亡くなる子供さんの数は年間

500万人にも上り、その約半数が栄養不良が原因

で亡くなっています。 

  環境分野で初のノーベル平和賞を受賞した故ワ

ンガリ・マータイ女史は、来日時に、日本語の「も

ったいない」に込められた物・資源に対する敬意

に感銘を受け、世界共通の合い言葉「ＭＯＴＴＡ

ＩＮＡＩ」――もったいないとして広めることを

提唱しました。 

  しかし、この言葉を生んだ日本では年間1,700

万トンの食料廃棄物が出されています。そのうち、

まだ食べられる状態なのに廃棄される食品ロス

が年間約632万トンにも上ります。これをわかり

やすく国民１人当たりに換算にすると、驚くこと

に、毎日御飯茶碗１杯分の御飯の量を捨てている
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ことになるのです。これは、世界の飢餓に苦しむ

人に向けた世界の食料援助量、平成26年で年間

320万トンの約２倍にも相当するのです。もった

いないと思いませんか。ちなみに、我が国の米の

年間収穫量は約850万トンなのです。私たちは多

くの食べ物を輸入しながら、大量に捨てているの

が現状なのです。 

  食品ロスはさまざまな場面で発生し、その半分

は家庭から出されています。過剰除去、食べ残し、

直接廃棄などで、手つかずで廃棄された食品の賞

味期限の内訳を見ると、賞味期限前の食品のごみ

が約４分の１もあるのです。 

  そこで、お尋ねします。本市における食品ロス

に対する認識をお聞かせください。 

  全国の自治体で食品ロス削減に向けたさまざま

な取り組みがなされています。山形県でも、環境

に優しい食品ロス削減に向けた取り組みも行わ

れています。食品ロスの発生には、直接的、間接

的にさまざまな要因が複雑にかかわっています

が、行政としてできることもあるのではないかと

思いますが、いかがでしょうか。 

  次に、本市における食品ロス削減に向けた取り

組みについてお伺いいたします。 

  食品ロスは、食料資源を無駄にしているという

食生活の面での問題点に加え、大量発生により、

処理段階で環境に大きな負荷を与えます。食品に

含まれる水分が焼却炉の発電効率を下げる原因

になるなど、循環型社会の形成を進める上でも大

きな阻害要因になっているのです。 

  「残さず食べよう3010運動」の推進についてお

伺いいたします。 

  これは、飲食店などにおける食品ロス削減に向

けた取り組み、つまり宴会や会合などでの食べ残

しを減らす運動です。テーブルを回っていたらお

料理をほとんど食べずに終わってしまった経験

をお持ちの方も多いことと思います。せっかくつ

くっていただいたお料理です。開始直後や終了前

にはゆっくりとおいしいお料理を味わう時間を

設けることも、一人一人の「もったいない」を意

識して、日ごろの生活を見直すことが今できるこ

との一つなのではないかと思うのです。 

  食品としての有効活用としてフードバンク活動

があります。フードバンク活動とは、生産、流通、

消費などの過程で発生する未利用食品を食品企

業や生産現場などからの寄附を受けて、必要とし

ている人や施設などに提供する仕組みです。もと

もとアメリカで始まり約50年の歴史があります

が、我が国ではようやく広がり始めたところです。

北海道から沖縄までさまざまな団体が活動して

おり、本市においても「ＮＰＯフードバンク山形」

が活動しています。まだ十分食べられる食品につ

いて、有効に活用されることにより食品ロスの削

減を図るとともに、食品の資源を必要としている

人々へつなぐかけ橋として有効であると期待し

ております。 

  一方、フードバンク活動に対する社会的な理解

がまだ十分でないことに加え、食品メーカーなど

が安心して食品の提供を行える環境に不安があ

るとも聞いております。そこで、本市としてどの

ような支援をお考えでしょうかお聞かせくださ

い。 

  次に、ドギーバッグ利用啓発に対する本市の取

り組みについてお伺いいたします。 

  ドギーバッグとは、食べ物の大切さ、世界食料

問題を考える上での一つのツールだと考えます。

欧米を初めとして海外では、レストラン、ホテル

などの飲食店において、出されて食べ切れなかっ

た料理を自己責任において持ち帰るための容器

がドギーバッグと呼ばれ、食文化の一つとして定

着しています。 

  日本でも以前、外食で食べ切れなかった料理の

持ち帰りを「折り詰め」と読んでおり、お父さん

が宴会帰りに折り詰めを持って帰ってくるのが

楽しみだった、そんな思い出もあります。しかし、

その後、安全・清潔志向の浸透や、Ｏ－157、ノ

ロウイルスなどが原因の集団食中毒などが起き
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たことなどにより、食品の安全性に対する要求が

厳しくなってきました。 

  お客様は自己の責任において持ち帰るものとし、

それによって生じた問題には店側は責任を問わ

れない「自己責任証明カード」を発行します。お

客様は使用時にこのカードを店に提示します。し

かし、安全面、衛生面の理由から、店側が持ち帰

りを拒否するケースが多くあります。持ち帰らせ

ないようにと飲食店に指導している自治体や保

健所もある現状です。その背景には、環境や食の

安全性など、現代日本のさまざまな問題がありま

す。 

  食品ロスの減少、食べ物を大切にするという観

点から、そして食料の無駄をなくすことが社会的

に環境面でどれだけ価値があるのかを認識する

取り組みだと思います。本市としてどのようにお

考えなのかお尋ねいたします。 

  最後に、市民への意識啓発について質問いたし

ます。 

  日本の食品ロスは、食料自給率にも影響してい

ます。食料自給率が先進国中最低水準にある我が

国において、大量の食品ロスは結果として必要以

上の食料が輸入されているとすれば、食料自給率

を下げる要因の一つにもなるのです。食料を輸入

に頼っている日本では、みんなで食べ物を大切に

して自給率を下げない取り組みが重要な時期に

来ています。つまり、日本は将来にわたって安定

した食料供給を確保するためにも、食品ロス削減

に真剣に取り組むことは喫緊の課題なのです。食

品ロスを出さないという市民意識向上の取り組

みをどのようにお考えでしょうか。 

  総じて、人は、科学技術の大幅な進歩、生活が

ますます便利になるにつれ、大自然のとうとさ、

恐れ、物のありがたさなどを忘れてしまい、その

ためさまざまな公害などを招き、我と我が身を滅

ぼしつつあると言っても過言ではないと思いま

す。食べられることへの感謝、食べ物をつくって

くれた人への感謝、口に入るまでのたくさんの

方々の苦労、食材に感謝、そのことをもう一度考

え、市民の意識啓発に真剣に取り組んでいただき

たいことを重ねて申し上げ、壇上からの質問を終

わります。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、廃食用油の新

エネルギーとしての活用につきまして、エネルギ

ー政策の観点から答弁をさせていただきます。 

  平成23年12月議会における答弁でもお答えしま

したが、現在も本市における廃食用油の処理は可

燃ごみとして千代田クリーンセンターで焼却を

されております。 

  焼却した際の燃焼熱を利用して蒸気をつくり、

その蒸気でタービンを回して発電し、センター内

や置賜スポーツ交流プラザユルットに電力を供

給するとともに、余った電気を東北電力に売却し

ております。このように、現在も、間接的ではあ

りますが、廃食用油をエネルギーとして利用して

いるところであります。 

  廃食用油を利用した燃料の製造につきましては、

現在もさまざまな研究がなされており、御質問の

中でも御紹介いただきましたが、その品質は向上

していると思われます。 

  しかしながら、揮発油等の品質の確保等に関す

る法律において、自動車用燃料として販売、消費

可能な軽油への混合は５質量パーセント以下と

定められており、この基準につきましては変わっ

ていないことから、国全体としても一般向けの使

用量拡大の見通しは立っていないのが現状であ

ります。 

  このような中で、従来のものに比べより高品質

の燃料、いわゆる第二世代バイオディーゼル燃料

の技術開発研究も進んでおります。 

  以前から廃食用油を使った燃料化事業を行って

いる京都市などの研究結果を見ますと、第二世代

バイオディーゼル燃料は軽油とほぼ同等の特性

であるとしている一方、実用化の道筋の検討にお
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いては、現在のバイオディーゼル燃料に比べて大

きい規模、つまり政令指定都市や県レベルでの事

業展開が望ましいとしていることから、市町村レ

ベルで実用化に向けた検討を行うのは難しい状

況にあります。 

  廃食用油をエネルギーとして活用するためには、

収集、精製、利用というサイクルを確立すること

が必要であり、現時点においては、さらに他自治

体の状況や技術の開発を注視していきたいと考

えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 菅野市民環境部長。 

  〔菅野紀生市民環境部長登壇〕 

○菅野紀生市民環境部長 私からは、（１）の②「街

の油田」を広げる取り組みについてと、（２）の

④を除く部分についてお答えいたします。 

  「街の油田」を広げる取り組みについてですが、

一般家庭や事業者から排出される廃食用油につ

いて、「街の油田」と称し、他地域では自治体や

民間事業者が回収を行い、再生可能エネルギー製

造に取り組む事業を展開している事例などもご

ざいます。 

  事業化を推進する要因の一つとして食品リサイ

クル法が挙げられ、平成24年４月から、食品製造

等で生じる加工残渣の発生抑制を行い、発生した

食品廃棄物等については、飼料や肥料として再生

利用に取り組む義務が課せられております。この

ため、特に外食産業にとっては重要なリサイクル

手法となっており、事業系の廃食用油は有価物と

して取引されていることも多いと伺っておりま

す。 

  なお、再生利用手法の優先順位が示されている

こともあり、全国的な傾向として、その約70％は

配合飼料を添加して飼料を製造しており、精製し

てバイオディーゼル燃料やボイラー燃料として

活用しているのは全体の４％ほどとなっている

と伺っております。 

  本市では、市内で廃食用油を燃料として再利用

する事業を展開している事業所もなく、需要が見

込めないこともあり、家庭系の廃食用油のリサイ

クル回収は行っておりません。各家庭から排出さ

れる廃食用油は可燃ごみとして収集し、ただいま

の答弁のとおり、他の可燃性ごみと合わせて千代

田クリーンセンターにおいて焼却処理を行って

いるところです。 

  また、本市の学校給食の調理により発生した廃

食用油の全量は、市内のＮＰＯ法人に廉価で引き

取っていただき、廃油石けんの原料として再利用

されております。 

  これらの現状を踏まえまして、本市としては、

廃食用油のバイオディーゼル燃料化につきまし

ては事業化が難しいと考えていることから、「街

の油田」を広げる取り組みについては現在のとこ

ろ考えておりませんが、地球温暖化防止対策と循

環型社会の構築に向け、資源としての分別や廃棄

物の減量化の観点から、今後も情報の収集をして

いきたいと考えております。 

  次に、食品ロス削減の推進について、本市にお

ける食品ロスの現状に対する認識についてでご

ざいますが、飲食店などの事業所から排出される

生ごみに関しましては、排出量の統計等をとって

おりませんので、現状は把握していないところで

す。 

  ただ、近年、飲食店や食料品の小売店において

は、食中毒などに対する保健所からの衛生指導が

強化されていることもあり、消費期限を厳守する

ことはもちろんのこと、提供した料理の持ち帰り

について控える傾向があります。さらには、コン

ビニやスーパーなどでの弁当や総菜の販売がふ

えており、その売れ残りの廃棄食品が増加してい

る傾向もあるようで、こうしたことを勘案すれば、

飲食店等の事業所における食品ロスは減少傾向

にあるとは言えないのではないかと推測してお

ります。 

  また、本市の家庭系可燃ごみに含まれる生ごみ

の推計搬入量については、この全てがいわゆる食
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品ロスとは捉えられませんが、平成27年度におい

ては約5,400トンとなっております。近年の状況

では平成22年度まで毎年減少しており、平成22年

度に約5,000トンとなっておりました。しかし、

平成23年に発生した東日本大震災の影響からか、

翌年度は約5,300トンと急激に増加したところで

す。その後は徐々に減少していくものと予想して

おりましたが、今年度までほぼ横ばいの状態で推

移しております。 

  このような状況が続いたのは、減量化に向けた

意識の低下が懸念されるため昨年策定しました

米沢市ごみ処理基本計画では、削減目標を設定し、

平成37年度までに１人１日約30グラム、年間で約

10キログラム、ごみ袋にして約２袋分となります

けれども、その減量を目指していくことを明記し、

市民、事業者との連携と協働を図り、ごみの減量

化を図っていくこととしております。 

  次に、本市における食品ロス削減、すなわち生

ごみの排出量削減に向けた取り組みについては、

市民の環境意識の啓発が何よりも大切と考えて

おります。 

  事業所における削減の取り組みについては、食

品リサイクル法に基づく事業所独自の取り組み

があるものの、飲食店などの事業所ではお客様の

ニーズに対応したサービスの提供が求められる

ことから、事業所だけの取り組みではなかなか難

しいものがあると思われますので、まずは消費者

側である市民の意識啓発を行っていく必要があ

るものと考えております。 

  そのため、さまざまな機会を捉えて、市民に向

けた啓発活動等を展開しているところでござい

ます。ことしの３月１日号の広報よねざわでもご

み減量化の特集を組み、ごみ減量の手法などを掲

載し、全市民に向けて減量への協力呼びかけを行

ったところでございます。 

  また、米沢市衛生組合連合会の総会や研修会に

おいて、随時現在のごみ排出量の状況を伝え、支

部単位でのごみ減量運動及び活動推進をお願い

しているところでございます。 

  さらに、ごみ減量に視点を置いた調理講習会エ

コクッキングの開催や、気軽で簡単に生ごみの再

利用化が図れる段ボール式生ごみコンポストの

講習会等を実施し、機会あるごとに生ごみの排出

量削減の啓発に取り組んでいるところです。 

  次に、お話のありました3010運動の推進でござ

いますが、宴会などでの食べ残しを減らし、ごみ

の減量や食資源の有効利用を図ることを目的と

して、全国でこれに取り組む自治体がふえてきて

いるようです。 

  御提案の3010運動の推進は、市民意識の啓発の

観点も含めて、飲食店などの事業所からの食品残

渣排出量の抑制に効果的な運動であり、事業系ご

みを含む生ごみ全体の削減効果が期待できるた

め、有効な手だての一つだと思います。 

  本市では現在取り組んではおりませんが、市民、

事業者、行政がともに、おっしゃっておられた「も

ったいない精神」を共有し、協働して取り組んで

いく必要があるものと考えております。そのため、

環境意識の啓発の観点から、講習会や出前講座等

でごみ減量化のテーマの一つとしていきたいと

考えております。 

  また、これら全てのことにつきましては、市民

への意識啓発を図るため、米沢市衛生組合連合会

を初めとする民間団体と連携を図りながら、今後

もごみ減量に関する情報提供及び啓発活動を継

続して行っていきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、学校給食における

食品ロスの現状と認識、今後の取り組み等につい

てお答えいたします。 

  初めに、学校給食における食品ロスに含まれる

ものは２種類ございます。調理過程で排出される

厨芥ごみと食べ残しであります。両方とも理論上

の計算により算出したものでありますが、１年間
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の厨芥ごみが約16.6トン、食べ残しが約0.15トン

で、合計約16.75トンとなります。なお、学校給

食における年間の総重量は約711.9トンでありま

すので、毎年約2.4％が食品ロスとなります。 

  また、その認識についてでありますが、厨芥ご

みについては、調理過程でどうしても排出されて

しまうものでいたし方ないという思いはありま

すが、食べ残しについては、大変もったいないと

いう思いがございます。 

  次に、学校給食における食品ロスへの対応であ

りますが、毎月行われる学校給食原案作成委員会

等で、食べ残しが少なくなるようなメニューづく

りに努めるなどの配慮を行っているところでご

ざいます。また、毎年学校給食関係職員に対して

アンケート調査を行い、食べ残しが多かった食材

などはその分析等を行いまして、少しでも食べ残

しを少なくする検討も行っているところであり

ます。 

  また、児童生徒に対する食育の面から申し上げ

ますと、食べ物の大切さや栄養のバランスなどに

ついては毎日の給食の時間などを中心に指導を

行っております。中学校においては、自分の体に

必要な栄養素やカロリーなどについて考えなが

ら食べるような指導も行っています。 

  しかし、偏食があったり、食べる量にムラがあ

ったりする子供が少なくないのも現状です。家庭

と連携し、栄養のバランス等に触れながら個々に

応じた指導を行っていくことはもちろん、各校で

行っている給食記念週間の折に、地元の生産者や

納入業者の方々、調理に携わる方々などをお招き

し交流をすることで、食にかかわる方々への感謝

の気持ちや食べ物を大切にしよう、残さずに食べ

ようという気持ちも育んでおります。 

  また、可燃ごみの増加につきましては、小学校

社会科の単元「住みよいくらしとごみ」の中でも

学習をしておるところでございます。家庭から食

べ残しなどによる生ごみが毎日出ていることに

気づき、ごみを減らすために自分たちはどうすれ

ばよいかを考え、実践に生かす学習がなされてお

ります。 

  このように、子供たちはさまざまな活動を通し

て、食べ物の大切さや食べ残しによるごみ増加の

現状などについて学んでいます。「もったいない」

という意識を持ちながら、食の大切さを実感し、

食にかかわる人々への感謝の思いを育むことが

できるよう、今後も継続して指導してまいります。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

  〔山口昇一産業部長登壇〕 

○山口昇一産業部長 私からは、フードバンクとド

ギーバッグの御質問にお答えをさせていただき

ます。 

  まず、フードバンク制度についてでありますが、

これは、包装の印字のずれや外箱の変形、消費期

限が残りわずかであることなど、食品衛生上の問

題はないながら通常の販売が困難な食品を食品

メーカー等から引き取り、福祉団体や地方自治体

の福祉担当部署、生活支援を必要とする個人など

に譲渡する活動で、日本では平成12年以降、フー

ドバンクが設立され始め、平成26年の国の調査に

よりますと、国内のフードバンク活動実施団体数

は40団体で、そのうち本市を拠点とする団体も１

団体、平成23年８月に設立されております。御質

問の中で紹介のあった団体であります。 

  その団体から活動内容をお聞きしたところ、提

供元の企業からまだ食べられる状態で廃棄され

る食品を収集し、県内の福祉施設、学童クラブ、

災害支援団体、災害避難者支援団体、そのほかに

も生活に困窮されている方に寄附提供を行って

おり、その取り扱い量でありますが、平成25年の

年間15トンが最大で、近年は平成26年、平成27年

は７～８トン程度であるというふうに伺ってお

ります。 

  支援策はとの御質問でありましたが、フードバ

ンクは食品ロスの抑制と福祉的な面で有効な取

り組みであることから、本市福祉部門や社会福祉
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協議会とともに、フードバンク活動団体との情報

交換を行い、課題等の共有を図ることから始めさ

せていただきたいというふうに思います。 

  次に、食べ切れなかった料理を持ち帰るドギー

バッグの利用啓発についてでありますが、市内の

レストランや飲食店などの外食産業では料理の

持ち帰りを御遠慮いただくことにしているとこ

ろが少なくないようであります。これは、持ち帰

った料理が傷んで食中毒の発生につながるおそ

れがあって、お客様が自己責任で持ち帰ったとし

ても、実際にトラブルが発生した場合には飲食店

への風評被害や企業イメージの悪化が予測され

るため、飲食店においては慎重にならざるを得な

いものと考えております。 

  それでも、最近ではエコ意識の高まりもあり、

全国での事例には、ドギーバッグなど、食べ切れ

ない料理の持ち帰りに対応する飲食店が少しず

つふえてきているようであります。 

  食品ロス削減推進への効果を考えれば、ドギー

バッグ利用啓発の前に、何よりも市民一人一人の

「もったいない意識」の醸成が不可欠となります

ので、食べ残すことのない適量の料理とすること

を注文する消費者も提供する飲食店もともに意

識を高めていくことが重要かというふうに考え

ております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

  〔堤 啓一健康福祉部長登壇〕 

○堤 啓一健康福祉部長 私からは、（２）の⑤の

市民への意識啓発について、保育所や幼稚園の園

児及び保護者に対し、食育の一環として取り組ん

でいる事業について御説明いたします。 

  保育施設の畑などで、子供たちみずからが野菜

づくりや収穫を通し、食べ物ができる過程や食物

への関心を深める教育を行っております。また、

調理実習を通し、食べることへの興味・関心を深

める事業も行っております。 

  さまざまな事業を年間を通して実施することに

より、子供たちには自然に食べること、食べ物へ

の関心を深め、そしてつくり手への感謝の気持ち

とともに、食べ物を大切にする気持ちを育むこと

ができると考えております。 

  また、保護者に対しても、給食だよりを発行す

るなどして食に関心を深めてもらう啓蒙活動を

実施しております。 

  私からは以上でございます。 

○海老名 悟議長 齋藤千惠子議員。 

○１８番（齋藤千惠子議員） 御答弁ありがとうご

ざいました。 

  最初のＢＤＦ化に関しては、平成23年とほとん

ど変わりのない御答弁でございました。この間、

５年、６年たっているわけですけれども、先ほど

御紹介しました自然と未来の会社の10年に及ぶ

この執念って、失敗に失敗を重ねながらもこうし

た高品質ができるようになったという、そういう

ものをあるところからお聞きしたものですから、

早速さまざまお聞きしましたところ、確かに初期

投資、回収、精製に関しては本当に難しいところ

があるものの、本当に先進国では全く持続可能な

こうした循環型の社会に移行しつつある中で、我

が国でも、そして米沢市でもぜひとも取り組んで

ほしいものだなと、検討のところにのせてほしい

ものだなと思ったものですから御質問申し上げ

ました。また、いつかもっともっとさまざま状況

が変わってきたら質問して、ぜひ進めてほしいな

と思うところであります。 

  一つ、とても米沢市は学園都市米沢ということ

で、山形大学、米沢栄養大学、そして米沢女子短

期大学と３つも大学があり、キャンパス油田とい

うふうな形もトレンドではないかなというそん

な気もしたところです。「街の油田」として、先

ほどの宇土市役所本庁舎の解体のときの重機と

いうことでしたが、大手のゼネコンではかなりの

率でこのＢＤＦ化されたバイオディーゼルエン

ジンのこの燃料を使っているとお聞きしており

ます。ただし、大都市はともかく、この市町村レ
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ベルではなかなか難しいという御答弁でござい

ました。それもよくわかるところでありますが、

今後、時代の要請と先ほど申し上げた言葉のとお

り、この社会は転換していかなければいけないの

ではないかと思いますので、今後もまた質問させ

ていただきたいと思います。 

  ちなみに、お隣高畠町では生涯学習館に廃油回

収缶というものを設置して廃食用油を集めてお

ります。 

  また、同じまた熊本県の話なのですが、大変進

んでおりますので大変参考になるなと思ったの

ですが、20万人ほども集める山鹿灯籠まつりとい

うのが平安時代から伝わっているのだそうです

が、そこでのたいまつにこの燃料、ＢＤＦ化され

たこの精製された燃料を使ったそうです。昨年ま

では灯油だったそうですが、今年度から廃食油を

市内の女性の方々が約110リットルを集めて、そ

こから高精製度の100リッターを精製して、環境

に優しいということで、環境に配慮した祭りとい

うことで、手づくりの、しかも平安時代から続く

お祭りのたいまつに使ったということで大変参

考になるものではないかなと思って見せていた

だいたところでありました。 

  次に、その食品ロスのところですが、確かに私

もさまざま食品ロスの削減の難しさはわかって

いるつもりでありますが、先ほどの「残さず食べ

よう3010運動」のほかの運動として、プラチナメ

ニュー、要するに高齢者の方々が、とてもじゃな

いけどあんなに宴会などで出される料理、料亭で

出される料理は量が多くて食べられないから、量

よりも質を重視したプラチナメニューにしてほ

しいというそんな取り組みをしてロスを削減し

ていらっしゃるところもあります。また、小盛り

のメニュー、ハーフサイズメニューなどというこ

とを横浜市では導入して、食べ切り協力店という

シールを張って、市民にそういったメニューもあ

るんですよという、そういう形で食品ロスの削減

に取り組んでいるというような事例もあるよう

です。 

  これは市民の皆様のそういった取り組み、そし

て飲食店、ホテル、宿泊施設、全てにわたるそう

いった事業所の取り組みが合致しなければでき

上がらないことだとは思いますが、ぜひ進めてい

ってほしいと思います。 

  国際ホテル、国際ホテルグループってあります

よね、全国に。あそこが2009年から立食パーティ

ーでの食べ残りをドギーバッグでという形を進

めているんだそうですが、その中で、夏場に備え

て、30度の温度で６時間、そして12時間たって細

菌検査もして絶対間違いのないところ、問題のな

い品を限定して持ち帰りにしたと、そういうよう

な事例もございます。その結果、約半年で820キ

ロ減ったそうであります。こんな記事が日経新聞

に載っておりました。 

  先ほどの中で、もちろん生もの、傷みやすいも

のなどを持ち帰るなどということはもう常識と

してそれは対象外であるということは間違いの

ないところですが、外国と違って日本は夏は高温

多湿ですので、そこの点は配慮しなければいけな

いことだと思いますが、先ほどちょっと具体的に

出ましたが、やはり強力に推し進めないと、検討

の段階ではなかなか進まないのも現状ですが、何

か目安とか、それからこういった形でしたいとい

うことがもしお持ちでいらっしゃいましたら教

えてください。 

○海老名 悟議長 菅野市民環境部長。 

○菅野紀生市民環境部長 食品ロスに関しましては、

先ほど壇上から答弁しましたように、当然市民の

方、事業者、そして行政がみんな力を合わせて意

識を一つにしていかなければなかなか解決でき

ない大きな問題だというふうに考えておりまし

て、その一歩目としては、やはり市民の意識を変

えること、しっかりと「もったいない意識」とい

うのを根底に置いていただいて、例えばお店の方

にこの程度の量でつくってもらえないかとか、そ

ういった相談をすることが本当に市民の第一歩
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だと思いますので、そういう地道な活動を進めて

いくしかないというふうに考えております。 

○海老名 悟議長 齋藤議員。 

○１８番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。ぜひ地道にですが一歩ずつ進めていっていた

だきたいと思いますし、私どもも市民の一人とし

てそういうふうに取り組んでいきたいものだな

と思っております。 

  先ほど学校におけるというところの食品ロス削

減の話が出ましたが、私は、前から給食で本当に

廃棄するものなど両手に一つあるかないかだと

いうことは給食の現場のほうからお聞きして、大

したものだなと思っております。本当に食べられ

ないもの、種、皮の一部ということで、皮もとっ

ても薄くむいてくださっているし、大したものだ

なと思っております。ただ、食育に関しては、大

人になってからではとてもさまざまな嗜好を変

えるということは難しいからこそ、学校現場にお

ける食育の重要性や可能性というのが大変脚光

を浴びているのではないかなと思いますので、今

後ともよろしくお願いしたいと思います。 

  一つだけ本市独自の取り組みでできるのではな

いかなと思うのが、米沢には立派な米沢栄養大学

がございます。その大学との連携というものを提

案したいなと思っています。どの程度なさってい

らっしゃるかはわからなくての提案なのですが、

栄養学の専門性を生かしたさまざまな質の高い

食品ロス削減に向けた取り組みというのも、本市

独自でできるのではないかなと思います。食にか

かわる大学生に、もったいないんだという精神、

物を大切にするという精神を学んでいただきた

い。これも一つの教育ではないかと思いますが、

その点はどなたにお聞きしたらいいのでしょう

か。いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 栄養大学につきましては、

御承知のとおり大学院設置のほうの準備もして

おりますし、地域と連携するというような研究部

署も存在しております。私は研究の詳細について

はまだわからないところでありますが、今御質問

の中にあったような、やはり食品のそういう大事

に食べるというところも、恐らくはそういう分野

も持っていらっしゃるのではないかなと思って

おります。大学のほうにお聞きしまして、ぜひそ

こら辺は大学のほうといろいろと御指導いただ

いたり情報交換をしながら、私どものほうにもい

ろいろと連携してやれるようなところを探って

まいりたいと考えております。 

○海老名 悟議長 齋藤議員。 

○１８番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。そしてそういう学生の研究した成果を市民の

皆様に向けて情報発信していただける機会など

も、食品ロス削減のみならず、ぜひたくさん設け

ていただきたいなと思います。 

  また、先ほどのさまざまフードバンクもそれか

らドギーバッグのこともそうですが、食品ロス削

減に向けた、ごみの削減に向けたそういったもの

もぜひホームページ等々でもさまざまな機会を

捉えて、チラシもつくり、ポスターもつくり、米

沢市はそういったことに大きく取り組んでいる

のだということをもっともっと市民の皆様にア

ピールしていただければありがたいと思います。 

  以上です。ありがとうございました。 

○海老名 悟議長 以上で18番齋藤千惠子議員の一

般質問を終了し、暫時休憩いたします。 

  再開を３時15分といたします。 

 

午後 ３時０４分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時１５分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  この際、お諮りいたします。 
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  本日の会議が定刻の午後４時まで終了しない場

合、会議時間を日程終了まで延長することにした

いと思いますが、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○海老名 悟議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議を日程終了まで時間を延長

することに決まりました。 

  次に進みます。 

  一つ、本市における子育て支援等について外２

点、４番小島一議員。 

  〔４番小島 一議員登壇〕（拍手） 

○４番（小島 一議員） 明誠会の小島一です。一

般質問初日の最後となりました。どうぞよろしく

お願いをいたします。 

  先ほど外を見ますと大分白いものが降ってきた

ようでありますので、当局の皆様方から、簡潔で

しかも私の望む御答弁がいただければ、延長動議

は受けていただきましたが、４時の定刻内に終わ

るのかなというふうな思いを持ちながら、早速質

問のほうに入らせていただければというふうに

思います。 

  このたびの私からの質問は、大きく３点につい

て御質問をさせていただきます。内容的に若干ボ

リュームがふえてしまった感もありますので、当

局の皆様方におかれましては、ただいまも申し上

げましたが、わかりやすく簡潔な答弁をお願いを

できればというふうに思います。 

  まず１点目ですが、本市における子育て支援等

についてであります。 

  先月、市内17地区におきまして第６回の議会報

告会を行いました。多くの市民の方に御参加をい

ただき、さまざまな御意見、御質問をいただいて

きたわけですが、その中に、本市の育児、子育て

の支援に対する御意見を頂戴してきました。 

  それ以前にも、私自身が子育て世代ということ

もありまして、数人の市民の方から御相談も受け

てまいりました。その内容というのが、子育てに

ついて相談できるところがないというものでし

た。皆様御承知のように、本市においては子育て

支援センターやファミリーサポートセンターな

どがあるわけでありますが、残念ながら市民の

方々への周知や案内が行き届いていない現状が

このような話から見えてきました。 

  そこで、１つ目の質問ですが、現在の支援セン

ター等の開設状況や相談員の勤務状況について

お知らせください。また、実際の相談の内容につ

いてもお知らせをいただければというふうに思

います。 

  子育てにおける行政側の体制を見ると、残念な

がらワンストップということにはなっておらな

いように感じます。支援、サービスを受ける市民

の目線、気持ちに立ったとき、どこの窓口に行っ

たらいいかわからない、誰に相談したらいいかわ

からない、ともすると日々の子育てや仕事に追わ

れ、親自身の精神を含めせっぱ詰まった状況に陥

っているにもかかわらず放置してしまい、後にな

って重度化、重症化してしまうことも懸念されま

す。実際、本市におきましても、これまで幾つか

の非常に残念な事件も起こってしまっています。 

  本市のみならず、子供たちというのは次世代を

担う大切な財産です。子供たちが笑顔にあふれ、

それを取り巻く親や家族、地域の方々がここ米沢

での子育てに安心感、満足感を持って取り組んで

いけるように、ぜひとも窓口の一元化など相談し

やすい環境整備を行ってもらいたいと思うわけ

ですが、本市の今後の取り組みについて御所見を

お伺いいたします。 

  次に、人材育成についてであります。 

  学校や地域、家庭における子供たちの育成と本

市職員の育成、大きく分けて２つの点についてお

伺いをいたします。 

  まず１点目は、小中学生の教育についてであり

ます。全国的にいじめによる自殺や不登校など、

同世代の子供を持つ親として強い憤りを覚える

事件が相次いでいる現在において、本市における

道徳教育についてお伺いをいたします。 
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  これまでの本市における道徳教育は、副読本の

充実や指導内容に関して全国的に見てもかなり

高いレベルの授業が実施されてきたと感じてお

ります。しかしながら、その一方で、町内会や御

近所といった地域コミュニティーの中で今の子

供たちが地域の方とどのような接し方をしてい

るのか見てみると、なかなか挨拶や会話ができな

い、小さな子が困っていることに気づいてやれな

いなど、さまざまな状況の中で相手をおもんぱか

る心を持った行動がなかなかできていない部分

が見えてきます。現在の急激な社会情勢の変化の

中にあって、これからの地域づくりを考えた上で

も、日本人としての美徳とされる道徳心の再興が

必要不可欠であると考えます。 

  文部科学省において、平成30年度より「特別の

教科道徳」として新たな指導要領のもと道徳教育

が実施されていくことが既に決定しております。

中教審などの答申なども踏まえて、より実践的な

いわゆる日常生活に置きかえられるような教科、

取り組みとしていただきたいと考えるわけであ

りますが、その変換期にあってこれまでの取り組

みを評価することも大変重要であると考えます。 

  そこで、これまでの本市における道徳教育はど

うだったのか、何を目指し、どのような子供たち

に成長してもらいたいと考え実施してきたのか、

これまでの取り組みと成果、課題等をお知らせく

ださい。 

  このたびの改訂の背景にある大きな要素の中に、

家庭の教育力の低下というふうなものが挙げら

れています。核家族化、共働き率の増加、家庭で

子供と接する時間が持てずに、本来家庭教育の中

で自然と身についていた礼節であったりマナー

であったり、日々の生活の中で繰り返し親や家族

から教えられて身についていたものがなかなか

身についていない現状もかいま見えます。また、

ソーシャルメディアなどの急激な発展と小中学

生のスマホ等の所有率が上がったことなど、これ

までの取り組みの強化だけでは対応し切れない

ような課題も多く見られます。ここ数年のＰＴＡ

連合会等におきましても、この問題は毎年課題と

して挙げられております。 

  さきにも述べましたが、子供たちというのは地

域における未来に向けた大切な財産です。家庭の

問題としてだけでなく、地域として自治体として

取り組んでいくべきと考えますが、本市のこれま

での取り組みと、課題として考えられていること

をお知らせください。 

  次に、職員の育成についてお伺いいたします。 

  人の成長とは、何か突発的な出来事により起こ

り得るものではなく、日々の前向きな取り組みに

よってこそ起こり得るものだと私は考えていま

す。研修や講義などを通して気づいたことを日々

実践していくこと、日々の業務や出来事で気づい

たことや感じたことを自分自身に取り込み新し

い考えに立つこと、このようなことで人は成長す

るものだと考えています。 

  ９月の定例会の一般質問におきまして、中村圭

介議員から米沢市人材育成基本方針についての

質問があり、総務部長から見直しを行うという旨

の答弁があったかに記憶をしております。これま

での取り組みとしては、この基本方針にのっとり

人材育成に取り組んでこられたものだと思いま

す。 

  私からは、これまでの取り組んでこられた具体

的な研修等の内容についてお知らせをいただき

たいと思います。 

  大きな３点目としまして、スポーツ関連事業に

ついてであります。 

  我々議員で毎年天元台高原に登らせていただき、

現状や課題等をお聞きしております。その中で、

一番の課題として挙げられるのは、やはり利用者

数の減少ではあるのではないでしょうか。人工芝

サッカー場があることが利点となり、大学等の合

宿誘致に一定の成果が上げられていることは理

解しておりますが、もっと成果として上げられる

のではないかと感じているところであります。 
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  先日の総務文教常任委員会で視察してきた長野

県小諸市などでは、医療と高地トレーニングを抱

き合わせて今後のまちづくりに取り組むメニュ

ーなどを検討してきていることを伺ってきまし

た。これまでの既成概念にとらわれず、さまざま

な方向性からのアプローチを模索することで新

たな取り組みが生まれるものだと考えます。 

  私自身は陸上競技出身ですので、その観点から

申し上げれば、まさに高地トレーニングには最適

な標高を天元台高原は有しています。夏ごろ、市

内高校の陸上競技の顧問の先生に合宿等の打診

をしたところ、受け入れ整備が整えば利用できる

のではないかという前向きなお話も聞いており

ます。このようなお考えを持っている方も多くい

る中で、やはり整備というのは費用が発生します。 

  このたび内閣府で聞き取りをさせていただいて

きた際、フラッグシップモデル創出事業という、

29年度予算編成における新たな事業の内容につ

いてお聞きをしてきました。具体例としまして、

先導的スポーツまちづくりというものが盛り込

まれておりまして、先ほど御紹介した小諸市の医

療とスポーツの組み合わせなどもこの中に入る

ようであります。本市の現状の特徴を的確に捉え、

高地での合宿誘致とスポーツイベントをパッケ

ージにして進めることで新たな本市のストロン

グポイントとして売っていけるのではないかと

思うわけでありますが、本市のお考えをお伺いい

たします。 

  次に、城下町マラソンの復活による市民の健康

志向の向上に関して質問をいたします。 

  今年度と来年度におきましては高速道路を利用

したマラソン大会が実施され、そして予定をされ

ているわけでありますが、ことし３月、私の一般

質問の際にも、市長からはその後に関して前向き

に検討する旨の御答弁がありました。このたびは

考え方、捉え方という方向性からお伺いをいたし

たいわけでありますが、その考え方というのが、

市民の健康志向の向上に資するマラソン大会と

しての位置づけをしてはどうかというものであ

ります。 

  このたび、米沢市国民健康保険税の条例改正が

この12月定例会の議案として上がってきており

ます。そのことに直接的には触れませんが、これ

までの市民の健康志向向上に対して、本市で取り

組んできたことになかなか結果が伴わないとい

うのはなぜなのかということを私なりに考えて

みました。細かいところまでは申し上げませんが、

取り組み方として、手法がいわゆる目的になって

しまってはいないかということが考えられます。

明確な目的に向かう手法について、より具体的で、

手法の達成が目的達成とリンクしてくるような

取り組みが必要であると考えているわけであり

ますが、このような考えに立ったとき、市内での

開催である城下町マラソンというのは非常にわ

かりやすい目標になるのではないかと考えます。

これまでのまちおこしとスポーツというだけで

なく、健康長寿やそれに伴う医療費の抑制など、

さまざまなことをパッケージにして打ち出すこ

とでさらに大きな波及効果や成果を上げられる

と思いますが、本市のお考えをお伺いをいたしま

す。 

  私のこのたびの質問は全て政務活動費を有効に

利用させていただき、先進事例を見聞し、省庁な

どへ聞き取りなどに回らせていただいたことを、

市民の方々より寄せられた相談などに照らし合

わせ、質問としてまいりました。現在、議会内で

議長の諮問により特別委員会を立ち上げて議論

をしているメンバーの一人として、あえてこのこ

とを申し添えさせていただき、壇上からの質問と

させていただきます。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

  〔堤 啓一健康福祉部長登壇〕 

○堤 啓一健康福祉部長 私からは、１の本市にお

ける子育て支援等についてお答えいたします。 

  まず、（１）相談の現状についてでありますが、

子育てに関する相談につきましては、こども課窓
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口のほか、市内に６カ所設置しております子育て

支援センターにおいて、子育てに関するさまざま

な相談に対応しております。 

  子育て支援センターについては、月曜日から金

曜日、一部については土曜日も開設をしており、

赤ちゃんから就学前のお子さんと保護者が一緒

に遊びにきて、子育て仲間と出会い、一緒に子育

ての情報交換をしながら子供さんと遊び、楽しむ

ことができるところです。 

  市内の東西南北のそれぞれのエリアに設置して

おりますので、最寄りの子育て支援センターを御

利用いただきたいと考えており、広報よねざわや

市ホームページのほか、子育てハンドブックを配

布して周知しているところであります。 

  なお、子育てハンドブックにつきましては、こ

れまで毎年1,000部を印刷し、母子手帳交付の際

や転入の際に配布をしておりましたが、新年度か

らは7,000部に増刷し、幼稚園や保育園などにも

配布して広く子育てにかかわるさまざまな情報

を発信し、相談窓口についてもより一層の周知を

図ってまいりたいと考えております。 

  次に、（２）相談の主な内容についてでありま

すが、子育て支援センター６カ所において対応し

ました平成27年度の相談件数としまして、直接面

談しての相談件数は975件で、電話による相談は

３件の合計978件でありました。 

  その相談内容の内訳としましては、食事、排せ

つ、睡眠などの生活習慣に関する相談が245件、

子供の身体発育、言葉、社会性、癖などの発達・

発育に関する相談が160件、健康、しつけ、教育

などの育児方法に関する相談が322件、家庭や地

域など生活環境に関する相談が92件、それから親

自身のこと、サークル、医学問題などその他の相

談が159件となっております。 

  相談への対応につきましては保育士が対応して

おり、継続的に支援が必要な相談の内容の場合は、

こども課の相談担当やその他の専門の機関につ

ないだりする場合があります。保護者にとっては

悩みや相談を聞いてもらっただけでも気持ちが

落ち着き、不安が解消される場合があるとも聞い

ております。 

  地域子育て支援センターでは、親子交流の場の

提供及び相談窓口の開設のほか、子育て関連の講

座の開催や子育てに関する情報の提供も行って

おります。保育所入所や幼稚園入園に関すること

や新たな子ども・子育て支援制度についても、子

育て支援センター職員とこども課、健康課の職員

との交流会を持ちながら、常に新たな情報の提供

に努めております。また、子育て支援センター間

の情報交換の場も２カ月に１回程度設け、職員の

質の向上を図りながら、保護者の方々へのきめ細

かな対応に努めております。 

  子育てにおける相談の窓口を一本化すべきでは

ないかということにつきましては、現在、妊娠か

ら出産、健康診断などは健康課で担当し、出産後

の子供への手当の給付、医療費の助成、教育・保

育施設の入所、児童虐待など主に乳幼児期につい

てはこども課で、そして小学校に入学してからは

主に教育委員会が担当しております。 

  子育て支援の窓口の一元化につきましては、内

容により担当部署が異なり難しい面がございま

すが、国内でも、妊娠期から切れ目のない支援と

して、日本版ネウボラを実施している自治体も出

てきているようであります。モデル事業として先

進的に取り組みされている事例などを参考に研

究してまいりたいと考えております。 

  私からは以上でございます。 

○海老名 悟議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 初めに、本市の道徳教育の現

状と課題についてお答えします。 

  本市ではかねてより道徳教育を大切にしてまい

りました。上杉鷹山公を初めとする米沢の先人か

ら多くの道徳的価値を学ぶべく、米沢市独自の道

徳副読本「ふるさと米沢の心」を作成し、小中学

校において活用しております。また、授業づくり
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のあり方について研究を深めながら、計画的な道

徳指導や教職員の指導力向上を図っているとこ

ろです。 

  ことし４月に行われた平成28年度全国学力・学

習状況調査の結果からは、本市の子供たちの道徳

教育にかかわる意識として、次のような成果がう

かがえました。 

  「学校のきまりを守っている」「人が困ってい

るときは進んで助けている」「いじめはどんな理

由があってもいけないことだと思う」「人の役に

立つ人間になりたいと思う」といった規範意識に

関する設問では、「そう思う」と肯定的に答えた

児童生徒の割合が全国を上回る、もしくは大きく

上回る結果となりました。また、「物事を最後ま

でやり遂げて嬉しかったことがある」「自分には

よいところがあると思う」「先生は自分のよいと

ころを認めてくれていると思う」といった自己肯

定感に関する設問においても、肯定的に答えた児

童生徒の割合が全国を上回る、もしくは大きく上

回る結果となりました。「地域の行事に参加して

いる」と答えた児童生徒の割合も全国と比べて大

きく上回っております。 

  このような児童生徒の道徳面における高い意識

は、本市の長年にわたる道徳教育への取り組みの

成果であると考えております。 

  反面、御指摘いただきましたように、道徳の時

間に学んだことが日常の場面で生かされていな

い面もあると感じております。地域の方々にみず

から進んで挨拶をすることができなかったり、相

手の立場に立って考えることができなかったり

する場面が見受けられます。 

  道徳的判断力を持ち、日常生活の中で実践しよ

うとする意欲や態度を育成するためには、道徳の

時間のみならず、教育活動全般を通して指導を行

うとともに、保護者・地域との連携も重要である

と考えており、今後もこのような点を大事にして

いきたいと思います。 

  現在、道徳教育は大きな変革期を迎えておりま

す。先ほどおっしゃられたように、小学校は平成

30年度から、中学校は平成31年度から「道徳の時

間」が「特別の教科道徳」に変わります。教科化

の背景には、全国的に大きな課題となっているい

じめ問題の現状がありますが、今回の改定で最も

大切にされているのは、子供たちが道徳的価値を

理解するとともに、「人としてどうあるべきか」

「人間としてどう生きるべきか」ということを深

く考えることを通して、道徳的な判断力や実践意

欲・態度を育てることであります。 

  本市が目指す「がってしないこども」の言葉に

は、忍耐力や粘り強さの意味が含まれております。

これらは、自分自身を初め、友達や家族などを愛

する心や支え合う心の交流があって初めて身に

つくものであり、「おしょうしなの心」に代表さ

れる温かな心の育成を土台にした心豊かでたく

ましい子供の姿と捉えております。自分の生き方

について志を持ち、主体的に実践する子供の育成

を目指し、今後もさらなる道徳教育の推進を図っ

てまいります。 

  次に、家庭教育及び地域でのかかわりについて

の現状と課題、そして今後の方策について申し上

げます。 

  文部科学省では、家庭を「全ての教育の出発点」

と位置づけ、子供が生活習慣、生活能力、社会性、

倫理観などを身につけていく上で重要な役割を

担うとしています。しかし、全ての教育の出発点

である家庭教育も、親の雇用環境の変化や核家族

化といったさまざまな要因を背景として、個々の

家庭のみで担うことが難しくなっています。貧困、

児童虐待といった家庭問題に加えて、情報リテラ

シーなどの新たな教育課題が浮かび上がる現在、

学校や行政、そして地域の大人たちが連携し、社

会全体で家庭教育を支えていく必要を強く認識

しております。 

  したがって、本市では、家庭教育の自主性を尊

重しつつ、保護者に対する学習機会及び情報の提

供、家庭教育を支援するために必要な施策を講じ
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てまいりました。 

  例を挙げますと、保護者への学習機会の提供と

して、中央公民館、各コミュニティセンターにお

ける家庭教育講座の開催、関心の薄い家庭の参加

を目的に、学校説明会や一日入学などの対象保護

者全員が集まる機会に講演会や親子講座を設け

る「やまがた子育ち講座」や「幼児共育ふれあい

広場」の開催、また家庭教育を支援するものとし

て、昨年度から「小中学生と赤ちゃんのふれあい

体験事業」を実施しています。この事業は、乳幼

児に接する機会のない子供たちが、市内に住むゼ

ロ歳から３歳児の親子に協力をいただき、だっこ

の仕方やおむつがえの方法を直接教わるもので

す。乳幼児のやわらかな体や重みを体感し、命の

とうとさや、みずからもまた大切に育てられてい

ることを実感する機会となっています。参加した

母親・父親からは、児童生徒との交流から、より

前向きに子育てに励むことができたとの感想が

寄せられています。 

  また、関小学校で開催する放課後子ども教室で

は、地元住民が講師となって田植えやそば打ちを

教えるなど、地域資源を生かした体験活動を通じ

て子供たちの育成に取り組んでおります。 

  さらに、米沢市青少年育成市民会議を中心に、

まず大人が家庭生活や地域の中で手本を示す「大

人が変われば子どもも変わる」運動を展開するほ

か、各地区に組織された青少年育成地区民会議や

子供会、ＰＴＡ等が一丸となって、「育てよう 米

沢の心」をテーマに、地域で子供たちを見守る青

少年健全育成活動も実践しております。 

  今後とも各地区のコミュニティセンターや関係

団体と連携し、地域全体で子供を育てていくため

継続的な学習機会の提供に取り組んでまいりま

す。 

  次に、天元台の合宿誘致とスポーツイベントを

関連づけていくことはできないかについてお答

えいたします。 

  合宿誘致事業は、スポーツツーリズムの一環と

して、県外の大学運動部の合宿を本市に誘致し、

競技者と当該競技と関係のある本市の団体等と

の交流を深めることで競技技術の向上を図ると

ともに、市内の宿泊施設の活用により地域経済の

活性化を図ることを目的とし、平成21年度から実

施しております。 

  平成25年度からは、施設使用料の免除のほかに、

米沢市合宿誘致事業費補助金交付要綱を定め、民

間の宿泊料金に対し20万円を限度に１人１泊当

たり1,000円の補助を行うこととしました。 

  さらに、平成27年度は、本市の合宿地としての

優位性を高めることを目的として、地域活性化・

地域住民生活等緊急支援交付金事業を活用し、事

業の予算を倍増いたしました。その際には、サッ

カー、スキー、フェンシングの競技において５大

学で延べ418泊いただいたところです。 

  今年度は、サッカー、スキー、フェンシングの

競技において７大学で延べ1,024泊と、宿泊数が

２倍強に増加しており、経済効果にも好影響を与

えているものと認識しているところであります。

また、合宿誘致事業で訪れた大学運動部へ進学す

る地元生徒も出てきており、競技技術の向上にも

寄与しているものと感じているところでござい

ます。 

  合宿誘致において、現在も天元台はスキー合宿

や宿泊施設としての利用をいただいているとこ

ろですが、高地トレーニングを目的とした利用は

ない状況でありますので、合宿誘致の種目の拡大

につながるよう情報提供に努めていきたいと考

えております。 

  さらに、合宿誘致とイベントとの関連づけにつ

いては、人工芝サッカーフィールドにおいて、今

年度から指定管理者が合宿参加者を対象に飲料

水や軽食などの販売を試験的に行っており、今後、

合宿誘致とイベントの連携について指定管理者

と研究をしていきたいと考えているところであ

ります。 

  次に、城下町マラソンの復活による市民の健康
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志向への寄与についてお答えいたします。 

  城下町マラソンは、議会を初めスポーツにかか

わる多くの市民の要望にお応えし、平成27年度に

実現することができました。また、平成28年度、

29年度は、議会からも提案のありました東北中央

自動車道を利活用できる格好の機会であります

ので、28年度は「東北中央自動車道ちょいのりマ

ラソン」の名称で開催し、29年度は、現在、関係

機関との調整、協議を進めているところでござい

ます。なお、平成30年度には、城下町マラソンの

実施に向けましてマラソンコースの整備や開催

時期、経済効果やＰＲ効果、財政健全化などの状

況を踏まえ、検討を進めているところであります。 

  マラソンを初めとしたスポーツは、心身の健全

な発達、健康及び体力の保持増進、精神的充足感

の獲得など、生涯にわたり心身ともに健康で文化

的な生活を営む上で欠かせないものと認識して

おります。 

  本市では、スポーツ基本法に基づき、平成26年

４月に米沢市スポーツ推進計画を策定し、「米沢

の未来を共に創りあげるスポーツ文化の確立」を

基本目標として、10年間を見通した施策を進めて

いるところであります。 

  さらに、基本方針の一つとして「スポーツのあ

る生活」を掲げ、年齢や性別に左右されることな

く、学校や地域等で多世代にわたって市民がスポ

ーツに触れることができるような環境整備に努

めているところでございます。 

  今後とも関係団体・機関と連携を図りながら、

スポーツを通して地域の健康・教育・交流の推進

に努め、とりわけ高齢者の健康寿命の延伸による

医療費・介護費の抑制の一助となるよう施策を進

めてまいります。 

  また、地方創生フラッグシップモデル創出事業

についてでありますが、先導的スポーツまちづく

りとして、スポーツイベントの開催や合宿誘致な

どと周辺産業を複合的に組み合わせ、地方創生に

結びつく先導的な事例となり得る地域密着型の

取り組みを選び、事業計画、広報、まちづくり計

画策定支援などの総合支援を行う事業がフラッ

グシップモデル創出事業でございます。３年を目

途に地域全体で１億円以上の売り上げを目標と

する、もしくは地域外から投資などを呼び込みス

ポーツビジネスとしての自立を目指す事業であ

り、本市においては合宿誘致や城下町マラソンな

どが対象となりますが、事業内容を精査するとと

もに、研究をしていきたいと考えております。 

  今後も引き続きスポーツを通しての経済の活性

化や健康増進に係る施策を推進してまいります。 

  私からは以上でございます。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、２の（３）市職員

の育成についてお答えいたします。 

  本市では、市職員としての自己の使命を認識し、

市民の視点に立って主体的に行政課題に取り組

む人材を育成するということを目的に、米沢市人

材育成基本方針を定めております。行政のプロと

して高い意識と能力を持つ職員、これらを本市職

員としてのあるべき姿とし、この基本方針に基づ

き人材育成に取り組んでいるところでございま

す。 

  本市の人材育成のうち研修については、年度ご

とに研修計画を作成し、自己啓発の支援、職場研

修、職場外研修の３つの研修を基本に、これらを

充実することで、職務の遂行に必要な職員の能力

の向上、人材育成を体系的に推進しているところ

でございます。 

  自己啓発の支援につきましては、問題意識等を

持つ職員に対して、国内都市交流事業による支援

を実施しております。職場研修については、日々

の業務の中で職員の成長を促しているものであ

ります。また、職場研修、職場外研修については、

経験年数や役職に応じて、日常業務を離れて能力

の育成や専門的な知識、技術の習得を目指してい

るものであります。 
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  研修の成果でありますが、日々の職務を適切に

執行し、本市の将来を担う人材の育成、確保がで

きているということであると認識しているとこ

ろでございます。 

  また、研修の課題でありますが、今後、少子高

齢化社会、それから人口減少の社会を迎えるに当

たりまして、限られた人的資源で複雑化する行政

課題に対応していかなければならないというこ

とから、社会情勢の変化に柔軟に対応できるよう、

研修内容の見直しを図っていく必要があると認

識しているところでございます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 小島一議員。 

○４番（小島 一議員） 御答弁ありがとうござい

ます。順を追って御質問のほうをさせていただき

たいと思いますが、まず１番の子育て支援等につ

いてというところで、部長のほうから開設状況で

あったりとか、相談件数に関しまして御提示をい

ただいたわけでありますが、まず一つ、やはり今

現状においても既に課題だなと今御答弁をいた

だいた中で思ったのも、やはり日曜日の開設とい

うふうなところがまずないところが一つ大きな

課題なのではないかなと感じております。 

  さらに言うならば、それぞれの東西南北の地域

に市内に網羅をされている施設を地域の方々と

ともにいろいろな話し合いをしながら、お互いに

相談をしたりして課題解決に向かっているんだ

という趣旨の御答弁をいただいたかに思います

けれども、私に寄せられた相談をもう少し具体的

なお話としてさせていただけると、ことしの夏な

んですけれども、４人のお子さんがいて、その当

時は、お母さんのほうなんですけれども、お母さ

ん自身も仕事をされていて、ただどうしても体調

的によろしくない状況が３カ月、４カ月間続いて

いると。そしてファミリーサポートセンター等々

にも電話での御相談をさせていただいたんだけ

れども、明確な回答というか対処法というふうな

ことも見えずに通院を繰り返して、最終的には南

陽市のある精神病院への入院というふうなこと

で、幸いにして回復に向かわれて今は御家庭に戻

られて自宅での療養というふうなことになられ

ているわけでありますけれども、いわゆる重症化

する前の早期発見というところにおいて、私自身

も相談を受けた身として、もうちょっと何かでき

なかったかなというふうに自己反省をしている

部分もあるわけですけれども、そのような形での

仕事をされていて、ましてや月曜から土曜日まで

仕事をされている日中の勤務だという人たちが、

なかなかやはり相談をしたくてもできない。もっ

と言うと、知っているお母さんとか御近所の方々

がいるからこそ相談ができないというふうな実

情もあると思うんです。いわゆる自分自身の弱い

部分を見せたくないというふうな、さらには家庭

の事情をなかなかいろいろ知っている人たちに

知られたくないというふうなところもやはりあ

ると思うんです。プライバシーの部分で。そうい

ったところもしっかりと担保をしていきながら、

なおかつ、自分の仕事の時間、生活の中の時間軸

の中においてこの時間帯だと行けるけど、行こう

と思ったらやっていないとか、対応もなかなか的

確な対応も受けられなかったという実情も踏ま

えてくると、もう少し今現状の米沢市で今やって

いる支援センターであったりとかというふうな

開設の状況というものを見直しをやはり少し考

えていかなければいけない現状にあるのではな

いかなという趣旨から、今回このような御質問を

させていただいたわけでありますが、部長、実際

やはり私自身にも既にそういうふうな具体例と

して御相談を受けているということを今御提示

をさせていただきました。実際本市のほうに相談

件数として先ほど件数のほうは御答弁いただき

ましたけれども、実際どうなんですか。この件数

の中には、解決し切れていないようなものという

のはまだまだやはりあると思うんです。まだ継続

的な支援が必要であるという部分もあるという

ことで御答弁いただいたわけですけれども、そう
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いった方々にどういうふうな対応を継続的にし

ていくのかもう少し詳しく教えていただいてよ

ろしいですか。 

  さらには、今後の米沢市としての課題として捉

えて、どういうふうに今後取り組んでいこうか、

新たな取り組みとして何かお考えがあれば、合わ

せて２点お答えをいただければと思います。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 いろいろな事情があって

なかなか対応が難しいような事例につきまして

は、先ほど申し上げたように、市役所のほうに御

連絡をいただいたりあるいは相談をいただいた

りしているということで、相談担当の家庭児童相

談員なり、相談担当がずっと継続して対応してい

るものというのはございます。中には、要保護児

童対策の地域協議会等でも取り扱っているよう

な事例等も、そういったものでございます。 

  そういうこども課での主に継続的な対応という

ことが現在の対応状況になりますけれども、確か

に窓口が日曜日等、相談等を受け付けていないと

いうことはございます。今、日曜日に相談を特に

しなければならないというようなことは直接あ

れば、事前に連絡いただけばそれなりの対応をす

るなど、そういう対応はしてはおりますけれども、

日曜日に子育て支援センターを開くといいます

か、市役所の窓口をちょっと日曜日に開くという

ところまで多くの御要望をいただいているとい

う状況では現在のところはないところでござい

ます。 

○海老名 悟議長 小島議員。 

○４番（小島 一議員） 本当に相談しなければい

けない人、もしくはもっと軽度な部分で早期に発

見をして早期に気づいてやれることによって重

症化をしないでまた通常の生活に戻れる、いわゆ

る未然な措置というところにおいての取り組み

を私はするべきだというふうに思うわけです。そ

ういった中で、やはり日曜日の開設がないという

ところも現状としてあるということで、我々明誠

会のほうで会派の視察で昨年山口県下関のほう

にお邪魔をしてきて、そこでふくふくこども館と

いうふうなことで、いわゆる子供の子育て、育児

の支援施設のほうを見させていただきました。い

わゆる屋内遊戯施設なんですけれども、そこの特

徴としては、その屋内遊戯施設のところにいわゆ

るこういう相談員の方々が常駐をされていて、そ

の相談員の方々がいらっしゃるところで指定管

理者制度をとられて、施設の運営とともに保護者

の方々からの相談を受ける、もしくはお子さんを

遊ばせているときに保護者の方に少し歩み寄っ

ていって、保護者の方と何気ない会話の中で家庭

の状況であったりとかさまざまなところ、地域の

ことであったりとかというところをお話をした

中で、ああ、ちょっと危ないなというふうに気づ

いたところを、ちょっとそういうふうなところだ

とというふうなことで、事前に、いわゆる親自身

もまだ自分自身として認識をしないうちでも、し

っかりと例えば専門知識を持っている相談員の

方々と何気ない会話をすることで、軽い症状の場

合とか、もしくは症状が出る以前の段階での処置

というふうなものに、取り組みの中でそういうふ

うな事例を多く実績として上げてこられている

というふうな実情をお伺いをしてきました。 

  本市においても、まちづくり総合計画などにも

屋内遊戯施設の件は、29年度ですか来期の実施計

画の中でたしか盛り込まれておったというふう

に記憶をしておりますけれども、そういったとこ

ろにやはり今現状として日曜日の開設状況にな

いということとか、あとは市内に網羅をしている

んだけれども、実はそれが気軽に行けない理由だ

ったりとかというところもあるということを考

えたときに、大きな施設の中で何気ない会話の中

で、そういった相談というまでではない何気ない

会話の中で見つけられるような手だてというふ

うなものも、取り組みとして、私は十分本市の子

育て、安心・安全な子ども・子育てというふうな

ところに大きな効果というか寄与していくとい
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うふうに感じるわけですけれども、今現状として

屋内遊戯施設の件は具体的にどうというふうな

ものかを御提示をいただいていないわけですけ

れども、考え方として、部長、どうですか。そう

いうふうなものを、指定管理者制度をどうするか

というふうなところまではなかなか踏み込めな

いとは思いますけれども、考え方として、方向性

としてそういったものに取り組んでいくような、

検討をしていけるようなお考えを今現状本市と

して持っておられるのかどうか、少しその辺につ

いてお考えをお知らせいただければと思います。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 ただいま小島議員がおっ

しゃった屋内遊戯施設、米沢市でもこれまで検討

してきた経緯があるわけですが、その中では、や

はり遊び場だけではなくて、そういった子育て支

援、いろいろ相談したり、あるいはいろいろな情

報を提供できるような場所も設置したいものだ

ということで、そういう方向で検討はしてきたと

ころでございます。ただ、まだちょっと具体的な

ものを提示できないわけでございますが、そうい

った子育て支援の機能的な面で遊び場にいろい

ろ附属させたいという考えは持っております。 

○海老名 悟議長 小島議員。 

○４番（小島 一議員） ぜひ前向きに検討を進め

ていただきたいというふうに思います。 

  次に移ります。人材育成についてであります。 

  教育長のほうからさまざまな本市の取り組みの

現状を御報告をいただいたわけでありますけれ

ども、私自身も壇上で申し上げたとおり、これま

での本市の道徳教育というふうなものに関しま

しては、非常に高いレベルで取り組みをしていた

だいてきたと。まさに教育現場の方々におかれま

しては、大変な御苦労とともに、子供たちをしっ

かりとお育てをいただいてきたというところを

一定の評価をさせていただいているところでご

ざいます。 

  ただ、しかし、壇上におきまして申し上げたと

おり、教育長からの御答弁をいただいたとおり、

いわゆる日常生活に置きかえられているかとい

う部分に関して、まだまだ取り組みとして成果と

して上がっていない現状をかいま見ることがあ

ったものですから、今回このような御質問をさせ

ていただいたわけであります。 

  これまでも歴史的背景であったりとか、先ほど

教育長のほうから「がってしないこどもたち」と

いうふうなことでの御紹介もいただいたわけで

ありますけれども、ぜひこの平成30年度から小学

生、31年度から中学生ということで、文科省のほ

うのロードマップといいますか、年次設計のほう

が出ているわけですけれども、これをある程度や

はり踏襲しなければいけない部分はあるとは思

うんですが、本市独自での進め方というふうなこ

と、いわゆる文科省からの指示があったことに対

して対応というふうことではなくて、むしろ我々

の米沢市でやってきたこれまでの道徳教育とい

うものはこれだけすばらしいことをしてきたん

だと、そこに、より実践に落とし込めるようなや

り方として、本市としてはこういう考え方を持っ

てこういう取り組みを持って進めていくという

ふうなことで、逆にもう文科省に先進事例として

自信を持って胸を張って提示していけるような

ものを、もう先々を見据えた中で、例えばロード

マップを作成をして30年度の小学校に向けてど

の段階でどういうふうにしていく、来年29年度、

30年度というふうに時間の中ではあるわけです

から、そういったものをしっかりとこれまでの副

読本等々を強化をしていく、あとは指導要領は文

科省のほうからもちろん出ているわけで、ある程

度それは踏襲しなければいけない部分はあるに

せよ、本市の道徳教育というものをより高めてい

く、そして子供たちが地域の中でしっかりと挨拶

ができたりとか相手を思いやったりする心が実

践的に日常生活の中で発揮できるような取り組

みとして、今後の展開を教育委員会としてお考え

をいただきたいというふうに思うわけでありま
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すけれども、今私が申し上げた内容に関して、教

育委員会としての今後の方向性というか、やらな

くてはいけない年度は決まってはおるわけです

けれども、そこまでに向けた本市教育委員会とし

ての体制を今後どのような形で進めていくか再

度お知らせいただいてよろしいでしょうか。 

○海老名 悟議長 大河原教育長。 

○大河原真樹教育長 大変評価をいただいてありが

とうございます。先生方、特に校長先生、一般の

先生方には、今まで自分たちがやってきた道徳教

育をそのまま継承していいのだと、教科化になる

から特別何かが変わるということではない。ただ、

それにしても実践力につながらないと、やはり道

徳は実践につなぐと、やはりそのことには大きく

かじを切っていかなくてはいけない。前は、道徳

は漢方薬だというふうに言われておりました。じ

わじわと効いていくと。もちろんそういう側面も

あるんですが、やはりきょうの時間、道徳で勉強

したことがすぐ生かせるということもこれから

大事な視点になってくるかと思います。そういう

方向で先生方とともに頑張ってまいりたいと思

っております。 

○海老名 悟議長 小島議員。 

○４番（小島 一議員） ぜひ、まさに本市でなか

なか生み出すことのできない全国的な先進事例

というものを教育委員会の皆様方を中心に、まさ

に子供たち、未来の財産というふうな、全国各自

治体において子供たちというのは非常に大切な

存在であるということで位置づけられている中

で、その先頭に立つ教育委員会での先進事例が本

市から生み出されることを期待をして今後も注

視をしていきたいと思いますので、ぜひ御努力を

期待をしたいと思います。 

  次に、職員の育成のほうに関してですけれども、

求めている答えは一つでして、いわゆる内閣府、

地方創生のメニューの中において、いわゆる人材

の派遣というふうなものがあると思います。先月

聞き取りに行った際も、29年度のまだ概算要求の

段階ですのでまだ決定している事項ではないで

すけれども、要求内容に関しましては来年度も継

続して人材の派遣のほうをしていくというお考

えをお聞きをしてきました。 

  なぜその人材派遣を受けるべきだという話をし

ているかというと、先ほどさまざまな研修や自己

啓発の件を総務部長のほうから御答弁をいただ

いたわけですけれども、いわゆる日常の業務の中

にそういった特効薬的な、国の人たちが日常業務

の同じ並びのデスクの中にいてさまざまな業務

をしているというところを、本市の職員の方々が

身をもってやはり見たり聞いたり、もしくはディ

スカッションをしたりというふうなことを、最長

２年間という時間の期限はあるわけですけれど

も、いわゆる単発の講習会、講演会ということで

はなく、日々の業務の中で常に成長する機会を得

られる非常に有効な手段であるのではないかな

ということで私自身は聞いてきたものですから、

今回、職員の育成という部分に関連してお聞かせ

をいただいたところでございます。 

  本市の今後の方向性という部分に関しまして、

職員の育成という部分を考えながら、内閣府で取

り組んでいる人材育成制度というものを今後取

り入れていくお考えがあるのかどうか御所見を

お伺いしたいと思いますが、いかがですか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 職員の育成にはさまざまな方

法があるかと思います。その方法の中の一つとし

て非常に有意義だということを思っております。

特に人材派遣で、本省だと思いますが、そちらか

ら派遣される方については、国の考え方、将来に

向かって国はどういうふうに動こうとしている

のか肌で感じるいい機会だと思います。まして、

御指摘のとおり、１日、２日の研修ではございま

せん。相当長期にわたっての能力を盗むことも知

識を吸い取ることもできるということで、すばら

しい機会になるのだと思います。機会を捉えて、

そういう機会があればぜひ取り組んでみたいと
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思っているところでございます。 

○海老名 悟議長 小島議員。 

○４番（小島 一議員） 部長、前向きに多分御答

弁をいただいたのだと私は認識をいたしました

が、残念ながらというか、29年度の職員派遣とい

うふうな希望を各市町村から出す期間は恐らく

11月末くらいで多分切れているのかなというふ

うに、私が資料を見た限りはそういうふうに読み

解きました。もしかしたら追加募集等々があるの

かもしれないですけれども、できればいついつぐ

らいというふうないわゆる時間的なところ、日程

的なところをしっかり見定めて取り組みをして

いただきたいというふうに思うわけですが、例え

ば29年度からとか30年度からというところで、具

体的にこの辺からという目標値を定めて動いて

いくことの重要性は私から言うまでもないとい

うふうに思いますけれども、そういうところのお

考えはいかがでしょうか。どの辺からというふう

なところ。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 きょうのところは明確に申し

上げることはできませんが、さまざまな観点から

これまで検討してまいりました。ですので、小島

議員がおっしゃる締め切りにかかわらず、私ども

のほうではさまざま検討はしてきましたので、ま

ず機会があれば取り組みたいというふうに思っ

ているところで御了承いただければと思います。 

○海老名 悟議長 小島議員。 

○４番（小島 一議員） 職員の育成という部分と

職員の派遣というところに関連して一つお伺い

をしておきたいのは、今年度より県の東京事務所

のほうに職員のほうを派遣をされているかと思

います。今12月ですのでおよそ７カ月間ですか、

実質６カ月強ぐらい職員のほうを派遣をされて

いるわけですけれども、具体的に成果としては、

恐らく年度で一度切られて成果、結果というもの

は見られるというふうに思いますけれども、上半

期という形でこれまで職員を派遣されてきて、そ

の実績という部分に関しては、今現状としてはど

のように捉えていらっしゃるでしょうか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 企業関係で県のほうに派遣し

てそれぞれの業務を担当しているわけです。実は

その報告について、総務のほうまできちんとした

報告は今のところもらっておりませんが、多分商

工サイドでは現場同士でさまざまな交換はして

いると思いますので、その辺についてはちょっと

確認した上で、御報告になるか、後ほどお示しし

たいと思います。 

○海老名 悟議長 小島議員。 

○４番（小島 一議員） 非常に取り組みとして、

これまで本市でなかったような取り組みという

ことで進められているわけですから、しっかりと

した成果が上げられることを期待をしたいとい

うふうに思います。 

  済みません。時間が残りわずかになってしまっ

て、壇上でのお約束が大分時間とともに過ぎてい

るわけですけれども、最後に、スポーツ関連事業

について１点だけお伺いをしたいと思います。 

  フラッグシップモデル創出ということで、こち

らも地方創生のほうの関連の中で、ぜひ本市にお

ける取り組みとして、今実情である地域で持って

いる、眠っている資源というものをしっかりと掘

り起こすことによって、本市で十分これは取り組

んでいける施策ではないかなということから今

回御質問をさせていただいたわけですけれども、

例えば合宿誘致の件に関して言えば、先ほどサッ

カー、フェンシング、スキーということで延べ

1,000泊以上の方々に御宿泊をいただいたという

御答弁をいただいたわけですけれども、私が思う

のは、もっともっとあっていいのではないかなと

いうふうに思うわけです。さらに言うなれば、今

現状としては、私の質問が天元台に特化した質問

だったので、天元台での御答弁ということに多分

なったかに思うわけですけれども、市全体への波

及効果という部分を考えた上でも、非常に今後見
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通しとしては明るい展望を開ける一つの起爆剤

として私は非常に取り組みとして大切なものな

のではないかなというふうに思っているわけで

あります。 

  今回質問としては、天元台の合宿誘致とスポー

ツイベント、そして城下町と健康志向というふう

なことで２つ分けましたけれども、実は、これは

全てのパッケージもできるのではないかと私は

考えています。健康志向を最終的な目的としなが

らも、さらにそこに地域の活性であったりとか流

入人口の増加という本市が抱える今の課題とい

うものを、スポーツというふうな一つのキーワー

ドによって、これからのまちづくりというものに

大きく寄与する大切な要素であるというふうに

私は考えています。 

  先ほど壇上で申し上げましたように、私は陸上

界出身ですので、陸上に関して話をする以上、や

はり城下町マラソンというふうなものはテーマ

として私からは切り離せないわけではあります

けれども、それ以外にも、屋内運動場でのスポー

ツであってもいいと思いますし、山形県において

は、本年度よりプロバスケットボールチームがで

きたりモンテディオ山形があったりとかとさま

ざまプロスポーツがある中において、いわゆる学

生スポーツというものの今後の可能性というも

のはまだまだ本市が受け皿となって強化という

ものに取り組んでいける土壌としてはあると思

っております。 

  先ほど天元台での高地トレーニングという部分

に関して小諸市の事例を挙げて御紹介をさせて

いただきましたけれども、整備という観点から言

って、国指定の公園になっておりますので非常に

難しい部分ではあると思いますけれども、済みま

せん、最後市長に振る私自身のルールを忘れてし

まいましたが、最後に市長にぜひ最後一言いただ

きたいと思いますけれども、スポーツというふう

なキーワードでの今後の米沢市のまちづくりと

いうふうなものを、済みません、無理やりの御答

弁の振りで申しわけないんですが、最後、御答弁

をいただいて、私の一般質問を終わりたいと思い

ます。 

○海老名 悟議長 中川市長。 

○中川 勝市長 スポーツの意義というのは、先ほ

ど答弁したとおりであります。そして、これから

の健康長寿の社会づくり、まちづくりには欠かせ

ないものだというふうに理解しておりますので、

マラソンだけがスポーツではございませんので、

総合的に考えていきたいというふうに思います。 

○海老名 悟議長 以上で４番小島一議員の一般質

問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○海老名 悟議長 以上をもちまして本日の日程は

終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  お疲れさまでした。 

 

  午後 ４時１６分 散  会 

 


